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要約と展望
〝無知な者たちは非存在に執着しつつノーを言う。その全感覚において恐る恐る、また貪欲に。知者が彼らの感覚を信用しないのは当然である。なぜなら感覚は内と外を混同するからだ。
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〝どのような哲学が必要なのかが問題なのだ〟
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一
　
はじめに
一
　
国の内外を問わず、また分野の如何を問わず、 「法」に関心を寄せる者にとって、 「社会あるところ法あり
（
ubi 
societas ibi ius
）1
（
）」
という言葉はよく知られている法格言のひとつである。その趣旨は、大略、二名以上が一定の目的
を掲げ、継続して集う場、すなわち、 「社会」には、当該「社会」を構成する人々の間で生じ得る利益主張の対立を調整する手段としての「法」
（この判断基準は、通例、 「……とき」 （要件）→「ある利益主張を優先する」 （効果）という形式を
とる
）2
（
）が常に見出されるという点にある
）3
（
。 「社会」 の態様はむろん多岐に亘るが、 小は家族から大は国際関係に至るまで、
このような指摘は基本的にあらゆる「社会」についてあてはまることであろ
う
）4
（
。もとより、この趣旨を説明するため
にどのような表現 用いるべきかとい 点においては多少の違いがあることと思われる。それでも、この法格言の意味内容を右に述べた趣旨で理解するこ については、 おそらく異論を見出しがたいであろう。一方では、 確かに、 国家、民族、信徒等に固有の利益を重視する立場から国民国家 民族共同体、宗教団体等
（ 「イスラム国」等を含む）
の独立性
とその存在意義 声高に叫ぶ勢力が現に存在する状況を肯定せざるを得ない。それでいて、他方では、経済活動 社会援助活動、文化交流活動等 実態が如実 示しているよう 、国家、人種、宗教等 おける違 を乗り越えて相互の浸透
（
O
sm
ose, perm
éabilité, perm
eability ）
が進み、それらの独自性の意味が次第に薄れてきているという状況がある。
こうした認識に立つ場合、 二一世紀のグローバル社会
）（
（
において、 「国際私法」はいかなる課題を担うべきか
（このことは、
同時に、 「国際私法学者はいかなる責任を担 きか」につ て考えることを意味する）
という点について、関係者が互いに検
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討を重ね、意見を交わし合うことには大きな意味があろう。
周知のように、右に述べた「法」の定義についても、法以外の社会規範
（道徳、倫理、戒律、慣行等）
との関係をど
のように理解すべきかという問いに対する解答の内容に応じて、種々の説明があり得る。むろん、そこに言う「法」は実定法として誰にも認識可能な国家制定法、国際条約等の成文法に限られるわけではな
い
）（
（
。専制主義、全体主義、
民主主義等、諸国の政体の態様 も密接に関連 が、 「社会」のありように応じて、国家法であれ非国家法
（自治法）
であれ、 「法」 の存在形式は異なり得る。 「法」 いう語句 定義
（外延）
を画するものは、 結局のところ、 論者による 「社会」
等、関連する諸用語の定義如何 還元されるのであり、時間および空間を超越した統一的概念としての「社会」が世界的規模 形成されるまでは、各「社会」の変化に合わせてそれぞれ に固有の「法」の定義も随時変容し得るものと考えら なければならない。このことは、 「社会」を取り巻く状況の変化に合わせて、 「法」の内容、 「法」の機能、 「法」および「法学」 課題、 法律家」の責任等のいずれにつ ても、どのような内容と形式 それぞれの時代に最もよく適合しているかという点につ て絶えず検討を重ね続ける必要があること 意味する。
二
　
われわれの共通基盤としての日本国憲法を例にとると、誰にも学問研究の自由が認められているところから、
現代「国際私法」の課題は何か、 そして当該課題をど ように解決すべきかと った政策判断に関わる事柄はすべて、解釈論的課題や立 論的 を含め ひとりひとり 研究者が、 みずからの信条と能力、 そし 固有 関心に基づい常に問い続けるべき、 永遠のテーマだということになろう。 そうした関心事の集積であるわが国の研究史を繙くと、 「国際私法」の課題というテーマは、好んで、繰り返し取り上げられてきたもの ひとつであることが分かる。先駆的研究のうち、代表的な先行研究としては、 「国際私法─その現代的課
題
(
(」、 「国際私法の現代的課題─反致の理論的基礎
八五八
付けへの一試
論
）（
（
」、 「国際私法の課題と展
望
）（
（
」、 「国際私法の新たな課題と展
望
）（（
（
」
等が挙げられよう。むろん、 「国際私
法の課題」という表現を主題や副題に含まない、その他の多くの研究においても、個々の研究者がそれぞれの視点のもとに独自の検討を加えた「現代国際私法の課題」が折り折りに多様な形式で取り上げられてきたことであろう。このように、ある意味では「課題」が山積みになっている状況 もとで、いまなぜ、改めて「現代国際私法の課題」如何について考えようとするのか。この点については、特に、次の二つ 事情が指摘されなければならない。
第一に、わが国においてもこの主題に関わる「国際私法」分野の研究成果が相当程度蓄積されているという状況を
認めつつも、そうした研究成果がはたして日々変化しつつある現代「社会」の諸要請および諸課題に十分に応えてきたか否か、これが肯定される場合、どこまでそうした課題に応えてきたか
（現状の分析と検討）
、そして残された課題
は何か、 「国際私法」 研究は現時点でど よ な「社会」的意義を有するのか
（理念の設定と再確認）
、 「社会」の基
本的な要請に応えようとすれば、今後どのような主題を優先的 研究すべきか
（当面の課題の設定、進路の調整）
といっ
た諸点についての検討が繰り返し行わ なければならないであろう。このような作業を通じて、これまでの研究活動を反省し、再出発の契機とすることはすべての研究者において実践されなければならない点である。研究者 あれば誰でも、みずからが携わる研究に社会的意義を見出そうとして常に思い悩むことであろう。そ 場合、誰でも一定間隔を置いて一度は立ち止まり、関心を同じく る者 間で互いに意見を交わし、刺激を与え合 つつ 「国際私法」の現代的課題について検討することには大きな学問的な意義が こと 思われる。この作業は、 「国際私法」研究者ひとりひとりに対して実践的な課題 ひ つ 提示するもの なろう。
第二に、 「現代国際私法の課題」について考えることは 「国際私法」と特に密接な関係に立つと考えられてきた隣
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接分野のうち、特に「国際法」ならびに「国際政治および外交史」の両分野に対して現実的な対話を呼び掛けるひとつの契機となろう。これら両分野における研究動向それ自体に対する評価は、むろん、個々の専門家の営為に委ねられなければなら いが そ ぞれの分野における検討の結果は、逆に、 「国際私法」 する具体 問題提起を呼び起こす可能性がある。 「国際私法」のほか、これら両分野をも含む社会科学の諸領域
（政治学、経済学、社会学等）
は、
確かに学問的体系 という視点からそれぞれに固有の方法論を用いて有意義な学術的活動を行いつつあるものの、それでいて、地球環境 保全および人間社会の発展という共通の目標が掲げられる場
合
）（（
（
には、すべての領域において、
分野の違 を乗り越えて、多面的かつ統合的に考察されなければな ないという側面もある。 「国際私法」に関する研究は、これまで もっぱら「国際私法」の枠内で自己完結的 行われ、国際私法学者以外の関心を呼ばなかったかもしれない。しかしながら、地球全体、そして人類全体に関わるような主題については狭い専門分野の枠を超えて
（ここでは、一方で「国際法」と「国際私法」との間で、他方で「国際政治および外交史」と「国際私法」との間で）
、学際的
（
interdisciplinary ）
対話の実現に向けた協力が行われなければならないであろう。
三
　
このような趣旨に基づく小稿は、 「国際私法」の分野で通常行われてきたわが国の実定法解釈論や内外法制の
調査研究ではなく、国際的次元での学問研究のあり方そのもの、また法律学研究 あり方に関わる政策論に属する。この種の作業は、これまでの「国際私法」学における研究 歩みを現代的観点か 再評価し われの今後の研究活動のあり方如何について再考する一契機を提供しようとする試みにほかならない。
以下では、まず、検討の枠組みを明らかにすることを企図して、 「国際私法」という表現に関する従来の理解が整
理される
（ 「国際私法の現状」 ）
。次いで、 グローバル社会における喫緊の課題、 すなわち、 現代「国際社会の要請」のうち、
八六〇
国際法および国際政治・外交史の研究者とも共有可能な課題と考えられる地球温暖化による気候変
動
）（（
（
をめぐる現状が
概観される
（ 「国際社会の要請」 ）
。この点に触れるのは、近年改めて、地球的規模での異常気象の多発とそれらにより
もたらされる巨額の被害、それらに対する予防的対応の必要性が、一方では法律学を含めた、また他方では法律学を超えた世界共通の関心事となっているからであ
る
）（（
（
。それをうけて、伝統的な意味での「国際私法」がはたして右の意
味での社会的諸問題をどこまで解決できているか、必ずしも十分な解決に至っていない場合、選択肢としてどのような可能性が考えられるかという点が取り上げられる
（ 「国際私法の再構成」 ）
。そして、国際私法がどのような課題を果
たすべきかについての具体的な可能性 検討さ
（ 「現代国際私法の課題」 ）
。最後に、 「要約と展望」というかたちで、
小稿の要点が整理される。
二
　
国際私法の現状と課題
1　
国際私法の現状
一
　「国際私法」とはいかなる分野か。ここではまず「国際私法」という言葉の意味が改めて確認されなければ
ならない。 「国際私法」という表現
（これに対応する外国語表現（
”C
onflict of L
aw
s
”, 
“Internationales P
rivatrecht ”, 
“D
roit 
international privé
”など）を含む）
の意味を確認しようとすれば、一方で、概括的把握のために、法律学辞典等、一般
的な文献類における記述が、他方で個別的・具体的把握のために、内外諸国の体系書等におけ 記述
（目次をみるとそ
の全体像が簡潔に表されている）
が、それぞれ参考になろう。
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前者の一例として挙げられるのは、 『国際関係法辞典（第
2版） 』における次のような説明である。
〝私人間の行為のうち、当事者の国籍・住所、法人の主たる営業所、物の所在地、契約の締結・履行地、加害行為地、損害発生地など、これらの少なくともひとつが外国に関係する国際的性質をもった、渉外的生活関係を規律の対象とする最も基本的な法律……法源としては、規律対象の性質にふさわしく国際的合意＝条約などによって制定される国際法であることもあるが……一国が独自に制定する国家法にすぎないことが少なくな（い）……
）（（
（
。〟
また、後者の一例として参照されるのは、以下の説明である。
〝国際私法はこの私法的国際生活の安全保障を任務とする法である。この目的を達成するために、国際私法は、内容の異なる諸国私法の併存することを前提として、各種の国際的な法律関係に、いずれかの国の法律を適用してこれを規律する。従って、国際私法はみずから直接に法律関係を規律する となく 現存 る諸国の私法のうちのいずれか最も当該の法律関係を規律するに適する私法を選択し、これによってその法律関係を間接に規律 る
）（（
（
。〟
伝統的理解を反映したこれらの説明は次 ように言い換えることができる。すなわち、 「国際私法」とは、自国の
私法が規律対象とする事項に関して自国と外国との間に生じる諸現象
（自国からみた国際的事象）
についての国内的規
律の安定性を確保するため
（規律目的──国内的正義の実現・国内的安定性の確保）
、原則とし
て
）（（
（
国際社会に併存する主権
国家
（国民国家）
の国家法の中から当該事案に最も密接な関係を有する法秩序をいずれかひとつだけ選び出すという
操作を通じて最終的な解決基準を特定し
（規律方法──間接的規律およびモザイク的規律）
、これを適用することにより自
八六二
国の渉外民事事件
（規律対象──右にいう規律目的の達成が望ましい範囲）
を間接的に解決するための法規の体系
（牴触法）
をいう
）（（
（
。
もとより、右の原則的説明では、今日の「国際私法」分野で対象とされる重要なテーマがいくつも除外されている。
「国際私法」の検討対象に、実質法的規律
（渉外実質法、直接適用法）
、公法的規制、国際手続法、国籍法なども含まれ
るか否かといった点については、種々の政策的配慮を含め、論者における関心の違いを反映して、幾通りもの説明があり得よう。それでも、複数の国家に跨る生活関係
（ 「渉外的私法関係」 ）
のうち、民事実体法上の諸問題に関わる牴触
法的規律が「国際私法」の「中核」部分を成すと考えられている点は、今日、世界的規模で広く承認されているようにみえる
（この点に関するわが国の主要な法源として挙げられるのが「法の適用に関する通則法」である）
。つまり、国家法た
る民法等の実質諸法、 家法相互間での調整の結果でもある国際法等との対比において、 「国際私法の独自性」を確保す ため、他の法分野にみられない三つ 留意点、すなわち、規律目的 しての「国内的正義の実現・国内的安定性の確保等」 、規律対象としての「渉外的私法関係 規律方法としての「牴触法的規律」 これら三つを組み合わせた部分を「国際私 」 中心的な検討対象
（検討課題）
とする理解である。内外諸国を通じて、 「国際私法」分野の基
本書、体系書、注釈書等の内容、大学法学部、大学院法学研究科、法科大学院等における講義内容、国家試験
（司法
試験）
の出題範囲等を想起すれば、このような理解にさほどの誤りはないであろう。
2　
国際社会の要請
一
　「国際私法」 研究も、他の実定法分野におけるのと同様、方法論、歴史研究等の原論に関わる事柄を除けば、
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第一に、現実の社会における利益対立を調整する、内外の現行諸規定等の個別事案への適用をめぐる解釈論、第二に、そうした解釈論では乗り越え難い局面を打開するための新たな規範の定立に関わる立法論
（現行法規に対する改正提案
等を含む）
、これらふたつを中心として行われてきた。前者の場合、個別案件の解決に直結する裁判例を素材とした研
究
（判例評釈等）
において、論者の関心はもっぱら実定牴触規定の解釈論に向けられていた
（第一の局面）
。そして、既
存の解釈論のもとでは必ずしも望ましい結果が得られない場合であっても、すぐに立法論
（第二の局面）
へと逃げ込
まず、あくまでも解釈論の枠内にとど 、実定法解釈論の限界をどこまで拡張できるかという解釈手法の探求が、可能な限り考慮すべきテーマとして、優先されていた。法律家 関心は、いわば説明 ための 範学にあり、現実に生じている「悲惨な」問題の「一般的な」解決は、時として弱者に対する心理的な同情を示しつつも、もっぱら立法機関に属する事項として排除されていたといってよい。この点は、いわば世俗の世界に背を向け、必要な解決への道筋の探求 関 責任を政治の世界に転嫁して た も言い得よう
（法的対処不能論）
。けれども、立法機関に委ねら
れた解決策が種々の政治的・経済的・社会的な事情で先送り 根本的な解決に至らないという事態は決して稀ではな
い
）（（
（
。その結果、貧困の撲滅、世界人口の増加と食糧危機の克
服
）（（
（
、格差の解消、人権の尊重、安全の確保、環境の
保全等、緊急の解決を要するはずの多くの世界的課題が積み残された まになっ いるという現実が 。
このような状況にありながら、法律学は、なお従来通り、建前
（当為）
を論じる規範学の道を今後も歩み続けるべ
きか。あるい 法律学も、実社会 諸課題 一般 に解決するため あるべき「社会」の形成を目指し、 れまで以上に幅のある解釈論的操作を通じて、建設 役割を果たすべきか。そのいずれを優先すべきかという問いは いわば現代の「踏み絵」として、すべての法律家が通らなければならない関門となっているよう みえ 。これまでの
八六四
長い学術研究の過程をみる限り、圧倒的多数の法律家は、伝統的な法律構成を尊重し、いわゆる「常識」的判断のもとに、前者の道を歩むことであろう。しかしながら、法律家が、みずからが生育する社会それ自体が遠からず崩壊する危機 瀕していると科学者たちによ 繰り返 頻繁に指摘されるほどの深刻な状況に直面 て ても、これまで通り、そうした事実に目を瞑って沈黙を続け、従前の「公式」を墨守す 限り、その必然的な結果として、社会的諸問題の解決はさら 遠のくことであろう。 この な不作為の社会的問題性は特に強調されなければならな 点である。以下では、各種の制約を考慮し、地球規模の現実的諸課題 中から、気候変動による異常気象の発生をわずかでも減少させるべく 特に地球温暖化をもたらす最大 原因とされてきた二酸化炭素
（ＣＯ
２
）
排出量の抑制という点に限定
して、 「現代国際私法の課題」について考えてみることとしたい。
二
　
産業革命以降、世界のエネルギー依存の歩みをみると、これまで長期間にわたり、エネルギー資源として化石
燃料が多く使用 れてきたことが分かる。こう 事情が環境汚
染
）（（
（
や地球の温暖
化
）（（
（
をもたらし、ひいては気候変動に
よる異常気象の頻発
）（（
（
という事態を招いた最大の原因であったということはわれわれにもよく知られた事実である
）（（
（
。
初めに、この点に関わる重要な経緯ないし手掛かりを確認しておこう。われわれは環境汚染の問題を考える際のひ
とつの出発点を、ローマ・クラブ
（
C
lub of R
om
e
）（（
（
）
が一九七二年に刊行した報告書『成長の限界
（
T
he L
im
its to G
row
th
）（（
（
）』
に求めることができる。こ 報告書は、世界的規模における資源の枯渇 持続可能性 ついての予測を通して、自然科学のみならず社会科学も含め、全世界が考えなければならない課題を示した基盤的文献 ひとつとされている。著者の一人、ノルウェーの物理学者ヨルゲン・ ンダースは れから約四〇年 経た二〇一三年秋に 同書の続刊ともいうべき『二〇五二
 今後四〇年のグローバル予
測
）（（
（
』
を刊行した。そこでは、二一世紀の世界に生きる人々に対し
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て新たな警告が行われている。わが国でも、これと同旨の警鐘が繰り返し鳴らされてき
た
）（（
（
。しかしながら、われわれ
法律家は、実定法の解釈作業に取り組むにあたり、概して、このような警告に無関心で過ごしてきたようにみえる。
三
　
ここでは、身近な体験から出発しよう。二〇一四年二月、山梨県など関東甲信地域では、過去百年間で最大と
もいわれる大雪を記録し
た
）（（
（
。同年八月には、広島県で、土石流の多発により甚大な被害が発生し
た
）（（
（
。真夏日、猛暑日
等の一段の増加を含め、二酸化炭素排出量の増加が異常気象をもたら た最大 原因だという説明は繰り返 行われてきてい
る
）（（
（
。同種の事例は、外国でも稀な現象とはいえなくなってきている。二〇〇五年にアメリカ南部を襲っ
たハリケーン「カトリーナ」
（九〇二ヘクトパスカル）
が暴風と高波で一二〇万棟もの被害をもたらし
た
）（（
（
だけでなく、
二〇一二年一〇月にはハ ケーン「サンディ」がアメリカ東部に上陸し、特にニューヨーク州では広範囲にわたった浸水によって停電 大規模被害 もたらし
た
）（（
（
。二〇〇七年にインド洋で発生したサイクロン「シドゥル」
（九一八ヘ
クトパスカル）
はバングラデシュのガンジス川扇状地において九〇〇万人を被災させた
）（（
（
。災害で生活の場を失った人々
が仕事を求めて押し寄せたバ グラデシュの都市部では、スラム街が一層拡大した。このような「気候難民」 二一世紀前半になると同国国民の 五パーセント、約二六〇〇万人に達するとも われてい
る
）（（
（
。インド洋でも強力な勢力
を伴うサイクロンが続発している。二〇〇八年のサイクロン「ナルギ
ス
）（（
（
」、そして二〇〇九年のサイクロン「アイ
ラ
）（（
（
」
などがその代表的な例とされよう。そして、二〇一三年には、タイフーン「ハイエ
ン
）（（
（
」
（ 「ハイエン」はアジア名であり、
わが国では「台風三〇
号
）（（
（
」（八九五ヘクトパスカル）と呼ばれている）
が、台風を発生させる最低水温
（摂氏二六度）
をはる
かに超える海面水温 度を記録し、九・ メートルの高波と高潮を伴い 猛スピードでフィリピンのタクロバンに上陸し、人口二二万人 都市に壊滅的な打撃を与え
）（（
（
。
八六六
法律学分野に属する研究を志向する小稿では、事柄の性質上、気象や地球物理の観点からする詳細な説明は省かざ
るを得ない。それでも、地球の温暖化が進行した結果として、科学者たちにより特に注目されていることがある。次の四つの現象の発生がそうであ
る
）（（
（
。第一に、温暖化の進行により大気中の温度が高まり、空中の熱が海面を広く覆う
ようになった。それだけではない。海面に蓄積された熱が次第に水中深く伝わるようになり、今日、温められた水は水深二〇〇〇メートル 深さ も観測されている
（この現象は「ハイエイタ
ス
）（（
（
」
と呼ばれる）
。第二に、海面および海中
に蓄積された熱によって海水が膨張する。このようにして膨張 海水が平素から高波を生み出し、各地の海岸を浸食し続けている。よく知られて るの 、ベトナム東部で過去一〇年間に同国の長い海岸線 約三〇メートルずつ後退させたという事実である。第三に、海に蓄積された熱が従来よりも強い上昇気流を生み出している。この上昇気流の影響で、偏西風の流 そのものが変えられてしまった 偏西風の流れが従来とは変わったことにより、暖気と寒気の位置が次第に固定化するようになってきた。こ ような固定化の結果、各地で長雨、大雪、日照りが頻繁に生じるようになった。すなわち、降水量の多い地域では降水量がさらに増加し、逆に降水量の少ない地域では降水量がさらに減少し、干ばつが生じる 態に拍車がかかっている。そして、第四に、海に蓄積された熱がこれまでよりも強い上昇気流を生み出してい 。上昇気流が強くなったことで、雲の規模がこれまで 大きく った。規模の大きい雲がこれまで以上に多く発生することで、台風を発生させるときに生じるエネルギーがひときわ増大し その結果、これまでよりも勢力の強い台風が頻繁に発達する うになっ
（この現象は「急速強
化
）（（
（
」
と呼ばれる）
。これ
ら四つの現象が累積することで、勢力の極めて強い「スーパー台風」
（気圧が九一〇ヘクトパスカルより低くかつ最大瞬間
風速六〇メートルを超える超大型の台風）
が次々と生み出されるようになってきた。そのため、生活基盤の喪失、農作物
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への悪影響などを含め、世界各地で甚大な被害が繰り返し生じている。この種の災害の頻発とそれに伴う被害の増大に鑑みて、今後も、相当の頻度で、同様の事態が発生することが高い確率で予測されている。ごく最近の例としては、二〇一四年一二月八日の徳島県山間部における
雪
）（（
（
、そして、二〇一五年一月二六日のニューヨークにおける大
雪
）（（
（
等
が挙げられよう。これらの被害についてはいまだ記憶に新しい。
大量に排出された大気中の二酸化炭素は、従来の二倍以上の速さで海にも吸収されている。その結果、 「海の酸性
化
）（（
（
」
が進んだ。 「海の酸性化」によって炭酸カルシウム
（石灰）
を作る際に必要とされる成分が奪われるようになった。
このため、サンゴ、カキ等が大量に死滅し始めた。それは、サンゴの骨格 炭酸カルシウムでできているためであり、またカキの殻が炭酸カルシウムで作ら ているためである。それ けではない。海の酸性化に適応できる少数の生物（ごく微細なピコ・プランクトン、海草、海綿など）
が異常に繁殖するようになった。その結果、普通のプランクトンはま
ともに育たなくなった。それに正比例して、プランクトンを食べ 魚類も減ってきた。このようにして食物連鎖が一部で遮断されている。このような状況が各地 み れるところから、生態系の破壊が一層進んでい 。
こうした環境汚染を防ごうとすれば、地球の温暖化をもたらした直接的原因である二酸化炭素排出量の増加を早急
に止めなければならない。しかるに、現状はまったく逆であり、二酸化炭素 排出量 増え続けて
る
）（（
（
。地球的規模
で真 望まれているのは、むろん、温暖化の進行を一時的に止めるこ ではない。それよりもさらに一歩を進め、温暖化の度合いを逆に減らす方向での多様な活動が期待されている。
四
　
それでは、なぜ二酸化炭素の排出量がいまだに増え続けているのか。その原因を明らかにするためには、エネ
ルギー資源の利用状況に目が向けられ ければならない
）（（
（
。ここでは、代表的な事例が紹介されるにとどまる。
八六八
（
1）第一に、エネルギー問題の背景にはむろん全地球における人口の一段の増加という現象があ
る
）（（
（
。地球の人口
は二〇一五年初の時点で七二億人を超えている。国連人口基金の予測によれば、この数値は今後減るどころか、逆に増え続け、これまで 増加率を考慮する場合、二〇五〇年には地球の人口は九六億人にまで達すると見込まれている
）（（
（
。人口の増加に伴って、エネルギー需要は最低でも二倍には膨れ上がるものと推定されてい
る
）（（
（
。以下、いくつかの
例をみよう。
エネルギー消費量において、中国、アメリカに次ぐ世界第三位のインドでは、人々の生活が徐々に向上した結果、
電力不足が生じ、
（西部グジャラート州などを除き）
ほぼ全域で毎日のように停電が起きている
（モディ現政権のエネルギー
政策はこれに拍車 かけるものとなってい
る
）（（
（
）。ベトナム、インドネシアなど新興国でも、電気が普及して、生活レヴェ
ルが向上し、電化製品の購買量が増え
る
）（（
（
。われわれの経験が示すように、ひとたび便利な生活を経験した者はも
はや元の耐乏生活に戻ることはむずかしい
（欲望放棄の困難性）
。便利な電化製品が次々に市場に投入されたこととも
相まって、住民は 化製品の購入を続けるようになっている
（わが国の電機製品メーカーもその一翼を担っている）
。
電化生活の浸透と相まって、エネルギー消費の急激な拡大は世界各地にみられるようになった。各地でアメリカ並
みの電力消費が行われれば、世界の石油は今後一〇年で枯渇するともいわれてきた。こうした状況は企業の活動や国家の政策に対してもさまざまな影響を及ぼしてい 。エネルギーの確保をめぐる国家間の競争が激化する理由 ひとつはこ 点にある。二酸化炭素排出量の増加という点で注意 なければならな のは、何よりもまず、二酸化炭素排出量が相対的に多いとされる石 への回帰という事態の発生である。こ では、モンゴルとインドネシアの例を挙げておこう
）（（
（
。
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石炭産出国として知られるモンゴルは、ゴビ砂漠で採掘した石炭のほとんど、すなわち、年間二〇〇〇万トンすべ
てを中国
（世界第二位の経済大国）
に輸出してきた。中国は、自国で石炭が豊富に採れているのに、国内需要を満たす
ことができず、世界最大の石炭輸入国となっている。同国の石炭消費量は、世界の半分に当たる年間三七億トンに達している。その理由は価格の安さにある。石炭価格が石油価格 三分の一にとどまっているからである。天然ガスの二倍も二酸化炭素を排出するという点で、石炭は
（化石燃料の中でも）
環境に対して最も悪い影響を与えてきた。中国
ではＰＭ二・五の大量発生により、大気汚染が深刻化している
（その影響はわが国にも及んでいる）
。同国の肺癌患者数は
過去一〇年間で六割も増加した。中国政府は への依存度を六五パーセントに抑えると公約したものの、国民の生活水準を保つために経済成長率七パーセントを維持しようとして、石炭に頼らざるを得なくなっている。二〇一四年五月、南シナ海で起きた中国当局の船舶とベトナム海上警察 船舶との衝突は、石炭に代わる資源を確保しようとして、中国国有企業が海底油田の掘削を始め ことに起因するものであった。中国のエネルギー事情を考えれば、資源の確保を目指す中国と他国との摩擦は今後も一層増え ことが予測されている
）（（
（
。
二億五千万人の人口を擁するインドネシアでも、経済の発展に伴い、エネルギー消費が大きく増えている。政府は、
（価格が高騰する石油や天然ガスより）
発電コストの安さから、石炭への依存度を高めてきた。過去一年間に、同国の石
炭火力発電所 数は二倍に増えた。日本の半額という電気料金の安さを売り物に、同国政府は、日系企業一二〇〇社を含む、多くの海外企業 積極的に誘致し、三〇万人の雇用を生み出した。国家による低所得者向け電気料金半額補助などによって生み出された「安い電気料金」により、旺盛な内需が生み出 れてきた。二〇一四年に発表された今後一〇年間の発電計画では、石炭への依存度が現行の五三パーセントから六六パーセントへと引き上げられた。この
八七〇
計画が実施される場合、二酸化炭素排出量は、一〇年後には現在の二倍に達すると見込まれている。インドネシアでも、経済成長を優先したツケは、環境の悪化というかたちで現れている。その典型は海面の漸進的上昇による土地の水没である。ジャカルタでは、海面が二〇センチメートル上昇したことにより、沿岸部の土地が一日約八時間も浸水するようになった。これに伴って 衛生状態も悪化して る。ジャカルタ市域 一〇パーセントは今世紀中に水没し、五〇万人が行き場を失うとか、雨季にはジャカルタ市域の半分が水没するとかといわれる危うい状況に陥っている。インドネシアではこれまでにすで 二四の島が水没し、今世紀末には国土の一割が消滅するともいわれている。（
2）第二に、これまでとは異なる採掘方法への挑戦が行われている。抽出しやすい地表の近くや国情が安定した
地域からもはや採掘がむずかしくなったエネルギー資源を確保するためには、地中深く、到達のむずかし 場所での採掘が考え れざるを得ない。枯渇が予測される石油 ついては、探査の範囲が拡大され、超深海油田の開発やオイルサンドの開発
）（（
（
、そしてシェール層からのガスの採掘
）（（
（
が進められている。ここでも若干の例を挙げておこう。
ブラジルのリオ・デ・ジャネイロ市の沖合三二〇キロメートル付近の海上では、二〇一三年一月から三四隻の船舶
が石油生産基地として稼働中である。海上に停泊す 船舶から真下に向か 、水面下二〇〇〇メートルの海底まで真っ直ぐにパイプを降ろし、そこからさらに五〇〇〇メートル
（通算七〇〇〇メートル）
下のプレ・ソルトという地層
まで海底の固い岩盤を掘り進めるという方法で、ガソリンに加工しやすい軽油の採掘が始まっている。このような深海油田に蓄えられた原油の埋蔵量は日本の原油消費量の三 年分を超えるものと推測されている。中東の原油価格が一バレル一〇ＵＳドル以下であったという事態に比して、超深海油田の採算ラインは一バレルあたり五〇ＵＳドル程度と、はるかに高額になる。それでも、新興国を中心と た需要の高まりから、原油価格が一〇〇ＵＳドル前後に
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達していた時期には、超深海油田の開発も十分に採算性があるものと考えられていた。ブラジル政府は、新たな超深海油田をみつけるため 船舶一隻あたりの建造費が一千億円を超える いう状況をものともせず、今後五年間で八兆四千億円 投資す 旨、公表した。二〇一三年一〇月、海外企業を対象として、この事業の開発権に関する入札が行われた。入札の結果、中国の国営企業を含む六社が落札した。このような結果に対し、ブラジルでは 自国の石油権益を外国に売り渡した政府に対し 同国国民の反発が高まった。
カナダ西部のアルバータ州では、オイルサンドが採掘されてい
る
）（（
（
。そこでは、地上からパイプを地下三〇〇メート
ルの地層にまで真っ直ぐ降ろし、そこから横にさらに 〇〇 メートルの地層へと複数のパイプを横の方角に、上のパイプと下のパイプが上下 重なるか ちで通し 上のパイプに空けた穴から二六〇度に熱した水蒸気を下 に噴出させ、オイルサンドから溶け落ちた原油を下側のパイプで回収し、地上に吸い上げるという方法が採用されている。同国オイルサンドの埋蔵量は、ブラジルの超深海油田の埋蔵量の三倍以上
（日本の年間消費量の一〇〇年分を超える埋
蔵量）
に及ぶと推測されている。採算ラインは一バレル七〇ＵＳドルと、超深海油田の場合より高額である。それで
も、一バレルあたりの価格が一〇〇ＵＳドル以下 場合、利益を上げることができる。オイ サンドは今後カナダに二四〇兆円の富をも らすといわれている。しかし、オイルサンド生産のために燃やす化石燃料が大量の二酸化炭素を排出するため、 二酸化炭素の排出を懸念する諸国から強い批判を浴びている。 の国内でも、 パイプ 使用によって広大な範囲で水質が汚染されたため、住民によ 強い反対運動が起きている
）（（
（
。
シェールガスの採掘についても同種の問題が指摘されている。地表近くの地層の隙間に溜まった天然ガスがほぼ取
りつくされようとしているところから、地層をさらに掘り進め、シェール層に溜まったメタンガスを採掘する工法
八七二
開発された。一九九〇年代以降、地下一二〇〇メートルあたりまで真下に掘り進め、その後水平方向に掘った後、爆薬で細かい穴を開けた配管を通して一回あたり二 〇〇万リットルの水、二〇〇〇トンの砂、毒性の高い化学物質などをまとめて先端に高圧で送り込んでシェール層に亀裂を入れ、漏れ出したメタンガスを抜き取る水圧破砕工法がそうである。この工法が生活用水や大気に悪影響を及ぼすか否かについては関係者の間でも見解の対立がみられるが、それでも、アメリカ合衆国のペンシルヴァニア州 ウェストヴァージニア州やコロラド州、南アフリカのカルーなどでは、水道水が黒く汚染された例、雨が降ると水たまりにメタンが漏れ出す例 安全基準の三倍を超えて、一リットルあたり二九・四ミリグラムものメタ が溶け出した例 中に閉じ込めら てい 高濃度 塩水、ヒ素や水銀などの重金属、放射性物質がそのままの形で地表に漏れ出す例、送り込まれた化学物質と地中のそれらとが反応しできる四ニトロキノリン─
1─オキシドという発がん性の高い物質が漏れ出す例、ベンゼン
（発がん物質）
、トルエン
（神経毒性）な
ど人体に有害な揮発性有機化合物の排出により大気が汚染された例等、環境破壊が少なからず指摘され
ている
（エネルギー企業と被害者との間で締結される相互秘密保持契約によって、問題事例が隠蔽される例も指摘されている）
。
シェールガスの採掘で漏れ出したメタンの温室効果は二酸化炭素の二〇倍といわれる。一〇〇万人規模の新たな雇用を得るために生活環境を犠牲にすることの当否
（経済開発か環境か、いまの世代か次世代か）
という古典的な論点がここ
にも表れている。（
3）第三に、超深海油田もオイルサンドもシェールガスも、それらの開発には巨額の投資が不可欠とされている。
こうした事情から、多額の資金を調達 きず、 かも石油価格の高騰に追 つけない新興国では 石油に代わるエネルギー資源として、原子力へ 転換が行われている
）（（
（
。ここでも、若干の例を示しておこう。
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まず、過去一〇年間の平均経済成長率が五パーセントと高い数値を示したトルコ
（人口七六〇〇万人）
の場合をみよ
う
）（（
（
。同国では、経済成長に伴い、エネルギー資源の需要が一層 まった。需要の高まりに応じて、特に石油や天然ガ
スの輸入が増加した。その結果、二〇一二年には、経済成長の足かせとなるほどの巨額
（八兆円超）
の貿易赤字が発
生した。赤字の解消に向けて、石油や天然ガスの輸入量が減らされた。必要な電力を賄うべく、四〇〇か所に水力発電所が新設された 、伸び続 る電力需要をすべて満たすことができない状況にあ 。その結果、代替エネルギーのすべてを原子力に依存するようになった。二〇一一年、トルコはロシアに四基の原子力発電所施設を発注した。トルコ政府とロスアトム
（ロシア国営原子力企業、原発の生産から核兵器まで手掛ける世界屈指の原子力企業）
との契約には、次
の内容が盛り込まれていた。第一に、ロシアが原子力発電所の建設費二兆円を全額負担し、同発 所の運転や管理もすべて請け負うこと、第二に、トルコから六年間無償で留学生を受け入れ、同発電所運営を担える人材養成に協力すること、これらである。いずれの条件もトルコ側に有利なようにみえるが、これに見合う交換条件も付されていた。それは、ロシアが原子力発電所の所有権を有すること、ロシア側が電気料金すべてを自らの責任で回収できること、これらである。電気料金の回収だけで十分に採算が合うといわれ この方法で、ロシアはその後も新興国 中心に二〇基の原子力発電所建設を受注し、さらに四〇基の原子力発電所建設の受注を目指している。
一〇〇兆円規模といわれる原子力発電所関係の市場に関心を寄せているのは、むろん、ロシアや日本だけではない。
フランスのアレバ社は、二〇一三年一〇月、外国企業として初めて、世界最大のウラン埋蔵量を誇るモンゴルで、ウランの開発権を獲得した。ウランが原子力発電にお て不可欠 物質だからである。化 燃料における二酸化炭素と同様に、原子力発電所でウランを燃やした後に出る放射性廃棄物の処理も難題 なっている 核の国際処分場 誘致
八七四
しようとするモンゴルの極秘計画は、二〇一一年八月に同国で行われた大規模な反対運動によって、ついに断念に追い込まれた。ＥＵ加盟一〇か国
（アイルランド、 オランダ、 イタリア、 スロベニア、 オーストリア、 スロバキア、 ポーランド、 ルー
マニア、ブルガリア、リトアニア）
は共同使用の国際処分場を作ろうとしているが、最小規模の処分場でも最低一〇億
ＵＳドルはかかるという建設関連費用の負担とそれを可能とする高度の技術が追い付かないところから、実現の見込みは立っていない。他の七か国
（ノルウェー、デンマーク、 イツ、オランダ、ベルギー、イギリス アイルランド）
も、共
同で、北海に核の国際処分を行 海上施設を作ろうと計画中であるが、周辺国との交渉、技術の開発、資金調達等の難題が重なり、実現に ほど遠い状況にある。使 済み核燃料からプルトニウムとウランを取り出す再処理を施した後、再び燃料として使う核燃料サイクル事業も、電力小売りの自由化が進めば 事業者間 競争が激化し、コスト倒れになりかねない。
五
　
最後に、再生可能エネルギーへの転換についてである
）（（
（
。
二〇一一年、 原子力発電への依存から脱却する方向へと舵を切ったドイツでは、 風力発電や太陽光発電をエネルギー
の中心に据え、将来は 生可能エネルギーの比率を八〇パーセントまで高めようとしている。これを支えるのが、再生可能エネルギーで発電された電力の購入を電力会社に義務付ける「固定価格買い取り制度」であった。しかし、この制度を維持するコストは個人や企業の電力料金に上乗せされている。 そのため、 電気料金の負担が増えた企業は次々に国外へ移転してい 。ドイツ商工会議所 全国調査 よると、すでに三パーセ トの企業が生産 一部を国外に移転し、なお一四パーセントの企業が移転を計画中とされている。
象徴的なのが、ドイツ企業がドイツのほぼ半分の負担で電力料金をまかなえるチェコへ逃避し始めたという事態で
八七五
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ある。チェコでは、ドイツとの国境からわずか三〇キロメートルの地域に工業団地が建設され、二〇〇社以上のドイツ企業が誘致を受け入れて入居した。工業化により電力需要が伸びたチェコでは、電気の半分を石炭で賄ってきた。そこでは、他の種類よりも二酸化炭素排出量が特 多い国内産褐炭が大量に使用されていた。低賃金の労働力と安い電力を求めて殺到する外国企業を積極的に受け入れた結果、チェコでは、褐炭 採掘量と火力発電所の数が増え、大気汚染がさらに進んだ 電力需要が今後も増えるとみたチェコは、二酸化 素排出量を減らすため、二〇四〇年には発電量の五割 原子力発電へと転換しようとしてい 原子力発電 らの脱却を目指すドイツの国境からわずか六〇キロメートルしか離れていないテメリン原子力発電所 、チェコ国営 力会社が原子炉の新設 計画中であるという皮肉な事態も生まれている。
ライン川国境を挟んだフランス側で稼働する原子力発電所を含め、ドイツと国境を接する諸国ですでに七七基の原
子力発電所が稼働中である。このほか、ドイツ企業が進出するスロバキアやポーランドでも原子力発電所の建設計画が進行中である。ドイツが二〇二二年にすべての原子力発電所を廃止し、再生可能エネルギー 使用量を増やそうとしても、他の国では、 の意思に反して、火力発電所や原子力発電所が増え続けるという矛盾が生じている。
六
　
このように、世界のエネルギー事情をみると、依然として、地球温暖化の進行にとって危険な兆候が随所にみ
られている。一方では、再び石炭への回帰がみられ、二酸化炭素 排出量が一層拡大している。超深海油田 オイルサンドもシェールガスも、環境への影響という点では必ずしも楽観視できる状況にはなく 多額の開発費をいつまで負担し続けることができるかという別 難題を抱えている。他方 二〇一一年三月一一日の福島第一原子力発電所の巨大被爆事故を経験しながらも、各国で原子力へのエネルギー転換が進行している
（遺憾ながら、福島第一原子力
八七六
発電所での大規模事故を直接経験したはずのわが国もその例外ではなく、いささかも懲りることなく「元来た道」を歩んでいるようにみえる）
。原子力発電所をめぐって、想定内の安全性は確保されていても、想定外の安全性はおろそかにされたま
まである。このような状況に対して、専門家は次のように指摘している
）（（
（
。
ヨーロッパを代表するエネルギー経済の専門家、パリ第一三大学のジャン・マリー・シュヴァリェ
（
Jean=
M
arie 
C
hevalie
）（（
（
r ）
は、次のように述べている。
〝世界の国々がまとまるのはもちろん難しいであろうが、世界はひとつになってこの問題に立ち向かうしかない。そうしなければ、 地球規模の問題は解決できない。あらゆる分野の革新が必要だ。今、 最も必要なのはイノベーションである エネルギーの分野で想像もつかないようなイノベーションが求められるが、単に技術分野の革新だけでなく、組織のあり方、国家の運営、法律など、様々な分野で変革が求められている
）（（
（
。〟
アメリカを代表するポスト・カーボン研究所
（
P
ost C
arbon Institute （
P
C
I
）（（
（
））
主席研究員のリチャード・ハインバーグ
（
R
ichard H
einber
）（（
（
g ）
も、次のように語っている。
〝大量消費を前提とする社会を変えなければならない。三〇年前までは世界の人口も今よりずっと少なく、 消費レベルも低かったので、人類の方向転換は楽にできていたかもしれない。人類に残された時間は短 。このまま突き進んで、多くの人が危機に直面する悲惨な状況に陥るのか、それとも人類の英知を駆使して資源を消費する欲望を抑え、汚染を減らすのか。われわれにはまだ選択の余地が残されているが 時間が経つほど、引き返すことは難しくなる。今すぐに、何を犠牲にし、何を守るべきかを、皆、真剣に考えなければならない
）（（
（
。〟
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これらの警告を、われわれ国際私法学者はどのように受け止めるべきであろうか。
3　
国際私法の再構成
一
　
ジャン・マリー・シュヴァリェが「法律の変革」を求めるに至った経緯をみると、伝統的な理解を基盤とする
これまでの法律学のもとでは、地球温暖化の解消はもとより、その進行の防止という前段階においてさえ、必ずしも望ましい結果が得られておらず、温暖化の進行はますます深刻な状況にあるという危機的認識
（政策的判断）
があっ
たことと思われる。関係諸国の国家法レヴェルで、また国際法の分野で、それぞれ、どのよ な「法
律
）（（
（
」
がどのよう
な「変革」を必要としているのかという点については それが主権 発露として関係諸国
（自治体等を含む）
の、また
私的自治の発現形態として 民間部門 、主体的な意思決定に委ねられていたためか、彼 場合、 まだ明確な言及は行われていないようにみえ むろん、この点についてはいくつかの可能性が考えられよう。（
1）第一のそれは、 この種の地球的規模での病理現象に直接影響を与えることのできる諸国の「国家法上の変革」
であ
る
）（（
（
。民間と国家との力関係がどのように構成されているかに応じて、民事法による規律範囲と行政法による規律
範囲との境界 変 り得る。この境界は、それぞれ 国家における経済水準、医療水準、教育水準、技術水準等に応じて、異ならざるを得ない。私的自治ないし民間活力の利用が優先される場合、第一次的規律は民事法の領域で行われる。まず登場するの 、任意規定である。任意規定と異なる内容が自治法
（業界団体等による自主規制を含む）
によっ
て示される場合、これが優先される どこまでを に委ね べきかの決定は、むろん、立法者の政策判断に服する。私的自治になじまない主題につ ては、当該国の強行規定が適用される。民事法による規律は行政法によって
八七八
修正され
る
）（（
（
。懲罰を必要とするほどの行き過ぎがあれば、それは当該国の刑事法によって規制される。民事法と刑事
法との境界も行政法と刑事法の境界も、ともに一国の司法政策の内容に左右される。小稿の主題たる環境規制に関していえば、生産ないし製造から流通段階を経て末端の消費者に至るまでの過程全般を通して、またサーヴィス産業のあり方等に関して、 主体、 客体、 行為、 市場等のすべてにわたり、 種々の規制が立法主体ごとに行われることであろう。各国が置かれた地理的・風土的・経済的・社会的諸状況を反映するか ちで実施されている現行の環境規制はどれも、その国の国家 上はむろん適法であり 当該国では十分に許容されている。それゆえ、当該国 立法者がみずからの政策判断を自己の意思に基づいて変更しない限り 「国家法上の変革」には大きな限界があ ことが分か
る
）（（
（
。け
れども、そうした 家法上の適法行為が全地球的公益の観点からの修正を必要とするか否かは、もはや「当事者」の地位にある国家がみずから定め 国内法それ自体 は く、 当該国家法 は異な 別種の基準
（ 「比較の第三項（
tertium
 
com
parationis ）
）（（
（
」 ）
に委ねられなければならない。そうした基準としての期待を浴びて登場するのが、 「国際法」である。
とはいえ、当該国が受け入れる意思を示した基準でなければ、当該国にとっては「国際法」 して 意味をまったく持たない
（本来一義的であるべき「国際法」が複数併存するという病理現象が生じる）
。当該国が「国際法」として受け入れ
ていない場合、この種の中立的な基準は、現行国際 上 法的実効性を最終的に担保する権力が不完全であ ため、部分的にしか存在しないこととなる。そこでは、関係諸国 間でそう た中立 基準をどのようにし これまで以上に形成すべき う点が新たな課題とさ なければならない。（
2）第二のそれは、 「国際法上の変革」である
）（（
（
。現行国際法上、法主体性を認められている典型は国家
（国民国家、
主権国家）
である。国際法の成立根拠は、明示であれ推定であれ、国家間の合意の存在に求められている。もともと
八七九
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「主権」とは、国家の構成要素のひとつとして、自国の国民および領土を統治するために必要とされる事柄
（国家の政
治のあり方等）
をみずからの意思で最終的に決める権利をいう
（ 「主権」 を持たないものは 「国家」 とは認められない）
。 「主権」
を主張する者は、みずからが国家の最高・独立・絶対の権力であって、他国の支配に服さないという点の承認を他者に要求する。国際法の前提に置かれた国民国家制のもとでは、国家法の内容をど よう 形成するかはすべて主権者の意思に委ねられている。その結果、一方で、環境保全よりも経済成長を優先する では、全地球的視点からみ 望ましい環境規制
（地球環境の保全という価値）
であっても、そのような選択肢は当初から意識的に無視ないし軽視され、
規制の可能性は全面的に放棄されている。他方で、これとは逆に、厳しい環境規制を行う国では、規制の緩やかな国への法的移転を通して自国国家法上の種々の規制を潜脱する「逃避」企業が次々に生み出されてきている
（自国の法
主体（自然人および法人） 対する 的規制 空洞
化
）（（
（
）。二〇一一年三月の福島第一原子力発電所事故を契機として再
生エネルギー重視政策へと転換したドイツの現状がその典型とされよう。こうした状況は国民国家制のもと 生じているものである。この うな帰結は、主権国家 空間的支配地域を示 領域
（領土、領海、領空）
を単位として、地球
環境全体に関わる事項を決定する現在の仕組み
（国民国家制）
のもとでは、関係国すべての合意がない限り、全地球
的利益が損なわれるという結果 発生をまったく防止し得ないことを意味する。 それゆえ、 現行国際法のもとでは、 「国際法上の変革」に 大きな限界がある。（
3）こうした事態の発生を避けようとすれば、既存の法的枠組みを乗り越えて「法律の変革」を行わなければな
らない。現行の法制は、あたかも、手漕ぎ 船に乗り合わせた者全員が一生懸命に櫓 漕ぎ続けていなければみずからが乗った船が沈没し、全員が命を失うという場合であっても、櫓を漕ぐか否か 選択権 全員に一律に与 るとい
八八〇
う主張を維持し続けているものであるかのようにみえる。国民国家制を是認し、 各国の主権を全面的に尊重する限り、この種の病理現象を解決する可能性は閉ざされることとなろう。すべてを当事者の主体的意思のみに委ねようとする現行制度の本質的限界が確認されなければならない。
このような緊急時に対処するためには、常識的な意味での「国際法の変革」という制約それ自体を乗り越えた、さ
らに大きな制度的「変革」が行われなけ ばならない。そ 一案は、 国民国家制と国家主権を絶対視する発想 捨て、主権の行使には全地球的視点への配慮という点で本質的・内在的な制約があるとする考えへの全面的な転換である。このような主張は決して突飛なかたちで、しかもいまになって唐突に主張されるものではなく、むしろ、国家法
（国
内法）
上は当然のこととしてすでに長きにわたり受け入れられてきた常識的知識に属する。たとえば、日本国憲法第
一二条では、 「こ 憲法が国民に保障する自由及び権利……国民は、これを濫用しては らないのであつて、常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。 と規定され 。また、同第一三条で 、 「……生命 自由及び幸福追求に対する国民 権利について 、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政 上で、最大 尊重を必要とする。 」と定められている。国内 向かっては、自国内の社会的基盤を安定させる利益
（全体的利益）
を構成員の絶対
的自由
（個別的利益）
よりも優先していながら
（自由権行使制限説の採用）
、対外的には、全地球的基盤
（全体的利益）
に
配慮せず、無制限の自由
（個別的利益）
の優越性を主張する
（自由権行使無制限説の採用）
ことは、文字通りの背理にほ
かならない。地球的公益への配慮を無視する とは、結果的 、己 首 絞めるだ でなく、他者
（他国を含む。典型
例として、海面上昇により水没 危機に瀕し 諸国が挙げ れよう）
の存立ないし生存の自由をも大きく侵害することとな
ろう。このよう 態度は、一旦失われれば事後の金銭的補償によっては代替不能な結果 招くことを意味する。
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二
　
それでは、右の意味での「変革」をどのように行うことができるか。まず強調されなければならないのが、時
間的緊急性への配慮である。国家法上も国際法上も、時間をかけて誰もが承認するような可能性を段階的に模索するだけの余裕がまったく残されていないという点である。試行可能な選択肢があれば、そのすべてをただちに実践し、そこから得られる結果を検証し、改善を部分的に積み重ねる段階的手法が採られなければならない。
小稿は「国際私法」分野における対策を考えることにある。狭義の「国際私法」において牴触法的規律が中核に位
置付けられていたことを考慮すると、ここでも牴触 規制の枠内でいかなる可能性がみいだされ かと う点がまず考えられるべきであろう。素材として用いられるのは、次の具体例である。（
1）従来、ドイツ国内でドイツの部品メーカーＡ社から製品を購入し、完成品を作っていたドイツのメーカーＢ
社があるとする。部品メーカーＡ社は、固定価格買取り制度 も で高騰した電力コストを節約するため、チェコに現地法人Ｃ社を設立し、工場を建設して、自社の製造過程を移転する。ドイツ 完成品メーカーＢ社は、ドイツの部品メーカーＡ社がチェコに移転する前後を通じて、この部品メーカーＡ社 取引
（部品の売買契約）
を行っている。完
成品メーカーＢ社が法形式上はチェコ法人Ｃ社
（実質的にはドイツ法人Ａ社）
との間で、当該部品売買契約を締結した
理由は、当該部品メーカーＡ社による製品の品質の高さにある
（この品質の高さがチェコ法人Ｃ社にも受け継がれている）
。
私法上、ドイツの完成品メーカーＢ社 チェコに移転した部品メーカーＣ社
（ドイツの部品メーカーＡ社からチェコの
部品メーカーＣ社への契約当事者の交替）
との間で、チェコ移転後、二酸化炭素排出量が特に多い褐炭使用の火力発電所
で発電された電力を利用して製造された部品を目的物とする国際的売買契約を一旦は締結した。しかし、上記の事情から、ドイツの環境規制上問題がある
（ 「環境に優しくない商品」 ）
として、ドイツの完成品メーカーＢ社の製品が市場
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での競争力を大きく喪失した。従前の基準でいえば、品質上の問題はないものの、ドイツ国内の市場で受け入れられるだけ 環境基準を十分に反映した製品
（部品）
がチェコの部品メーカーＣ社から供給されていなかったという事情
（不完全履行）
を事由として、ドイツの完成品メーカーＢ社はチェコ法人Ｃ社との間で締結された当該売買契約を解除
することができるか。この論点は、ドイツの部 メーカーＡ社のチェコへ 投資
（チェコ子会社Ｃ社の設立）
に際して、
土地の取得、工場建設費の調達等に要する資金をドイツの金融機関Ｄ社がＡ社に融 すること 当否というかたちでも、取り上げることが きる それは、ドイツ金融機関Ｄ社 株主が、ドイツの環境規制に違反する製品がチェコで製造される可能性のあ ドイツ部品メーカーＡ社に対する融資を決定していた点にドイツ国内行政法上の違法性を見出し、Ｄ社の経営責任を問うかたちで、Ｄ社に対し 損害賠償請求の訴え、取締役会決議無効確認の訴え、取締役解任の訴え等を提起する場合で る。また、ドイツの所管官庁は、ドイツ国内の環境規制に適合していないためにドイツ行政法上問題があるとして、チェコ法人Ｃ社の製品
（部品）
のドイツへの輸入を禁止することができるかという行
政法上の論点もある。こ 点は、ドイツ行政庁の当該部 輸入差止め命令の適法性をドイツの完成品メーカーＢ社が申し立てる場合に現れ ことであろう。（
2）右に掲げた三つの論点
（売買契約解除の可否、融資契約の当否およびドイツへの輸入の可否）
について検討する場
合、法律構成上、ど ような可能性が考えられるか。個々の論点に対する評価は、むろん、環境規制に関する論者の政策的態度如何によって大きく異な とな 二酸化炭素排出量を少しでも減らすべきであると主張する側
（環
境保全優先論者）
からは、右の事例においてドイツの部品メーカーＡ社のチェコへの投資を認めること自体に問題があ
ると考えることとなり、売買契約の解除を認め、融資を行ったドイツ金融機関Ｄ社の取締役会決議を無効とし、チェ
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コ法人Ｃ社製部品のドイツへの輸入を全面的に禁止すべきであると判断することになろう。これに対して、ドイツ自身が自国の環境保全に必要とする費用を確保するためにも、ドイツ経済の一層の発展を優先しなけ ばならないと考える立場
（開発優先論者）
では、これとはまったく逆の結果
（売買契約の解除不可、融資の適法性承認およびドイツの輸入禁
止処分不適法）
が導かれよう。二酸化炭素排出量を減らすべきであると考える前者の立場では、あたかも「複合汚染」
のような状況を呈しているこの種の事案において、輸入禁止や売買契約の解除よりも前に、そうした状況を生み出す前段階
（因果関係の探求と根本的原因の除去）
に着目し、ドイツ金融機関Ｄ社の部品メーカーＡ社に対する融資それ自体
を不適法とする判断が根源的措置として優先されるのかもしれない。輸入禁止といった行政法上の措置が採られていない場合において同様の効果をもたらそうとすれば、そ 機能は民事法に委ねられなければならない。この意味において、民事法 対し も、野放しの私的自治に代えて、これまで以上に環境政策や産業政策への配慮が求められる余地がある
）（（
（
。
この種の事例は、もとよりドイツにのみ特有のものではない。わが国においても、中間財を日本から輸出して現地
で製造する間接型よりも、現地に製鉄所を建設して製造過程を一貫 せ 直接型 方がコストの一層の低減につなるという判断から、ベトナムへの投資を検討していた企業があったこ
と
）（（
（
、日立とＧＥがインドや欧州向け販売を強化
するために革新型単純化沸騰水型軽水炉の設計認証を共同で取得したこ
と
）（（
（
、丸紅がカタールの政府系電力会社と海外
での発電事業 包括提携したこと
等
）（（
） （（（
（
の類例が日常的に報道されている。この点に留意すれば、わが国でも同種の法律
問題について検討する余地のある が分かる。こ みると、 向けて「国際私法」上もなんらかの規制可能性を探究することがわが国の「国際私法」
（国家法）
だけでなく、諸国の「国際私法」
（国家法）
にも共
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通する課題
（第一の局面、内外諸国の国家法たる「国際私法」に共通する課題）
であること、さらに、諸国の国家法を超越
した世界の「国際私法」
（国家法を超越したもの）
に共通する喫緊の全地球的課題
（第二の局面、国家間の合意を要しない全
地球社会に共通する統一的「国際私法」上の課題）
のひとつとなり得ることが容易に理解されよう。
三
　「国際私法」を対象とする小稿では、右の三つの論点のうち、行政法上の論点をひとまず除外することが許さ
れよう
（この点の判断は現状では国内行政法の解釈によることとなるが、全地球的公益を考慮する立場では、ある国の公法上の規
律を修正する世界的規模での公法が構想されなければならない。ここにいう公法は、国家間の合意に基礎を置くものではなく、国家間の合意を要しない全地球社会に共通する統一的「公法」でなければならない）
。残る二つの論点、すなわち、輸入禁止と
いう行政法上の措置が採られていない場合に、民事法上、こ よう 売買および融資を規制することの可否ないし適否
（解除の可否等を含む）
という点について、 「国際私法」
（国家法たる牴触法）
上、どのように考えることができるか。
（
1）牴触法的構成に関しても多様な選択肢が考えられる。そのひとつは、法的安定性への配慮のもとに私的自治
（契約自由の原則）
を絶対的に尊重する伝統的理解のもとでは、当該部品の売買や融資を規制することはできず、いず
れの契約も私法上有効だと考える理解である。牴触法上、主観主義
（当事者自治原則）
を根拠に、明示または黙示によ
り当事者が合意した法秩序が、あるいは合意したものとする推定を通じて導き出された法秩序が、当該債権契約
（売
買契約および融資契約）
の準拠法として指定されるとしたうえで、当該準拠実質法の適用においては、契約自由の原則
を認める立場から、 文書に現れた両当事者の意思がしかるべく解釈され、当該契約の有効性が承認されるとする説明がそうである。むろん、このような構成が採用され 場合であっても 準拠実質 の解釈上、解除事由としての不完全履行に該当す 否かという点 ついては、完成品メーカーＢ社および部品メーカーＡ社 個別状況をも考慮
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したうえで、環境保全に資するよう、結果的に、解除を認めたり、融資を不適法としたりする判断もあり得る。また、独立牴触規定の解釈上、契約準拠法の決定にあたり 当事者の合意を見出しがたい場合の第二次的構成として、諸国立法規定の文言如何では、客観的連結
（契約締結地、契約履行地等）
によることも考えられよう。主観的連結か客観的
連結かの境界は、従来、準拠法の合意に関する牴触法的当事者意思の探求の可能性として説明されてきた。すなわち、あくまでも、個別事案における諸状況を考慮して「当事者の意思」を確認しようとする説明である。むろん、この点に関しては、これと異なる説明もあり得る。たとえば、個別事案における当事者双方の利益状況とそれら 間でのバランスの取り方に関する政策的判
断（利益衡量）
に着目して最初に個別具体的事件における訴訟物
（訴訟上の請求）
に
関する法的評価
（請求（全部または一部）認容、請求棄却、訴え却下）
を選び出し、そこから逆算して、適用可能な実質
法規範をどのように解釈すればそうした帰結を達成できるかの道筋を決め、当該実質法に準拠法適格を付与できるように 廷地独立牴触規定における連結点を意図的に解釈す といった説明がそうである。 この場合、 前者の に っては間接的に導かれるはずの準拠実質法の解釈結果が逆に法廷地独立牴触規定の解釈の幅を決めるという意味で 牴触規定の解釈は実質規定 解釈よ も後列に位置することとなる。前者の演繹的説明であれ、後者の帰納的説明であれ、いずれか一方のみで割り切れるほど実務は単純ではない。一方におけ 法的安定性 確保と他方 おける具体的正義の実現との間で、どのようにバランスを取るべきかを考え、両者を併用しつつ、最も適切な解決策 導こう 努めるところに実務 困難さがある。主観 連結であれ、客観的連 であれ、また法廷地実質 への特別連結であれ、それぞれの準拠 質私法規定の解釈を通じて、結果的に、ドイツ国内 厳しい環境規制に適合しない諸条件 もとチェコで製造されたＣ社の製品がドイツの市場から排除されるなら 、 「国際私法」上、こ 問題は解決したも と
八八六
あるいは考えられるのかもしれない。
このように、資源の継続的売買契約にしても、資源開発に関わる融資契約にしても、また開発権を対象とする行政
契約にしても、伝統的な意味での「国際私法」にあっては、
（処分権主義のもとで特定された）
訴訟上の請求の認否につ
いて判断するにあたり、法廷地牴触規定の解釈によって準拠法を指定し、準拠実質法を適用する過程を説明することで済むと考えられ き 。そこでの関心は、請求原因、抗弁、再抗弁等に現れる法的争点のうち、もっぱら私法上の行為の有効性、適法性等に着目して、個々 法律問題に対する準拠実質法上の評価を導くことにあり それぞれの判断結果が最終的に全地球的規模での環境規制とど ように結びつくのかという点は、そもそも
（国内裁判所の）
裁判官
の直接的な関心事ではないと考えられていた。すなわち 個別案件ごとに 法廷地国 おいて、個々の法律問題につき準拠法を決定する牴触法的規律を中核とする伝統的 「国際私法」 あ は、自国 内での「国内法的」正義が実現されればよく、そして自国の「国内法的」安定性が確保されればそれで足りると考えられていたようにみえる。（
2）しかしながら、このような伝統的理解
（私的自治の尊重による売買契約、融資契約、技術移転契約等の有効性維持）
こそが、二酸化炭素排出量の増加等を介して地球環境の変化を生み出し続け、こんにち改めて問題視される「地球環境の変化
（地球の温暖化、気候変動による異常気象の多発）
」を生み出してきたという事実をわれわれはまったく無視して
もよい だろうか。いつの時代にあっても、全地球的公益が求めているものは、特定国における国内的環境基準との適合性確保にとどまらず、全地球的規模での世界的な環境保全の確保 ある
（全地球的公益を考慮する立場では、使用・
収益・処分の自由を内容とする「所有権」も所有権者の死後の（次世代以降 所有者 ）利用可能性を考慮した上で行使されなければならない
制限つきの権利
0000000
であると考えられなければならないし、契約の目的物についても次世代以降の関係者に悪影響を及ぼ
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さないようなかたちで「契約の自由」を主張することが契約締結当事者に求められるという意味で、
制限つきの自由
0000000
であると理解
されなければならない）
。このことは、厳しい環境規制を持たず、地球的公益を害し続ける諸国を野放しにしておいて
はならないとする要請を意味する
（直接的な関係者が私法上の法人であるとしても、そうした法人の活動を規制する権限を持
ちながら、しかるべく権限を行使しない不作為を行う国家も規制の対象とされなければならない）
。
ジャン・マリー・シュヴァリェが求める「法律の変革」を「国際私法」の分野で受け止めようとすれば、 伝統的な「国
際私法」が採用してきた右の前提それ自体、すなわち、広範囲にわたって長らく承認されてきた「国際私法」分野の強固な 「常識」 それ自体
（主権国家法相互間での法律牴触の解決）
を改めて見直すことが必要となろう。 いま肝要なのは、 個々
の準拠実質法秩序の解釈適用にあたり、訴訟物
（請求の趣旨および請求原因）
というかたちで狭く限定された個々の法
的争点に着目するミクロ的考察方法に変えて、種々の経済行為 連鎖を介して現れる全体像を総合的 捉え、法廷地牴触規定 適用結果も準拠実質規定の適用結果もともに全地球的規模での公益に適合していなけ ばなら いと うマクロ的視点を伴った「 律 構成を考えることである。ここにいう「法律」 主権国家 それに限定する国民国家的発想ではこの種 問題を解決できないことはいうま い。すなわち、 この場合の最終的基準となる「法律」は、特定国の立法それ自体から離れて、全地球 模での公益に関する科学的知見を反映したものに求めららない。むろん、 うした科学的知見は、これまでの常識的理解のもとでは、決して「法律 のかたちを採って存在することはないであろう。 かしながら、法治国家
（法化社会）
という構想は、もともと、ある構成員が主権・自治
権を行使してみずからの意思を押し通し、他者の利害を顧みない場合にお て、構成員同士が相互に武力等でそうした行為 規制 合うこと はそ した対立を解消し得ず、 社会的コストを減らすこ ができないという認識 もとに、
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構成員同士がともに認め合う共通の規範によっていわば平和裏に問題を解決しようとするものである。こうした理解が是認される場合、そうした共通規範が明確なかたちでは存在しないからといって、ただちにこ 道を断念することに代えて、少しでもそうした理想に近づく道が探求されるべきであろう。確かに、科学的知見自体が未成熟であるとか、科学的知見そ 自体 乱立ないし分裂して複数存在するとかといった場合もあり得よう。けれども、こと地球温暖化の進行を防止し、気候変動に基づく異常気象の多発による経済生活の崩壊を少しでも食い止めようとすれば、干ばつ、森林破壊、高潮 山火事といった兆候をすべて捉えたうえで、被害の発生を最大限に防止できるあらゆ 可能性を併用し、しかも最も厳 い基準を優先するという方策が随所で採用されなければならない。
特定の国家法を準拠法として指定する伝統的「国際私法」にあっては、確かに、行政法的規律に含まれる二酸化炭
素排出量規制に直接関与する余地はな と考えられよう。こうした立場では、 「国際私法」は地球温暖化とはまったく無関係の存在である
（ 「地球が滅びても国際私法は残る」という主張が成り立つ）
かのようにみえる。このように考える
と、法律家には地球温暖化に する責任がまったくないという印象 与えかねない あろう。一方で、二酸化炭素排出量の継続的増大による の進行とその問題性
（地球環境全体に与える悪影響の大きさ）
を認識していながら、 他方で、
民事法上 個々の法律行為
（融資契約、売買契約等）
を有効と判定することによって結果的には地球上の二酸化炭素排
出量が一段と増えてもやむを得ないと割り切る
（当該契約それ自体に対する環境法的規制は、みずからの権限外の事柄だと考
えて沈黙し続ける）
者は皆、事実上、二酸化炭素排出量の規制強化に反対し、無意識のうちに地球温暖化進行の片棒を
担ぐ役割
（消極的加害者）
を果していることとなろう
（地球市民としての「当事者意識」の欠如）
。温暖化の進行を止めら
れる機会があったのに意図的かつ積極的 それを止めなかったという不作為
（ 「未必の故意」 ）
についても、そこに生じ
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得る悲劇的な状況に対して、関与者には結果責任
（連帯責任）
が問われなければならない
（これは金銭賠償不能な事態で
あり、みずからの、そして全地球的規模での、以後の幾世代にもわたる人々の生命をすべて危険にさらすことを意味する）
。
（
3）周知のように、二酸化炭素排出量の増加傾向に一刻でも早く歯止めをかけるべく、科学者を中心として早急
な対処策の必要性が喫緊の課題として世界的規模で提示され続けている現実がある。そのような状況において、われわれがこれまで長期間に亘り蓄積 きた実定法解釈学および基礎法学が、この問題の解決に向けて何も提言できないという事態をはたしてわれわれはどのように受け止めるべきか。地球温暖化が進行しても、 うした事態は甘受すべきであり、国民国家制、私的自治、契約自由の原則等を守らなければならないと考えるならば 法律学にはどのような社会的存在意義がある だろうか。こ ように考える場合、法律学および法律家はそもそも社会的責任を果たしているとはいえな ようにみえる。むしろ、現代の法律学も法律家も、世界のどこにあっても、全地球的課題から逃げることなく、このような課題 真剣に受け止めて全地球的規模で早急に解決策を模索し、それを実 できるよう協力す 必要があるの はなかろうか。「国際私法」研究者もまた、この重い地球的課題から逃れることはできないであろう。国民国家制のもとで世界統一実質法の形成自体がきわめてむずかしいという指摘はすでに繰り返し行われている。 現状では、 伝統的な 「国際私法」における牴触規定の活用 、 統一実質法に代わり得 選択肢のひとつとして与えられているにすぎない。それならば伝統的な「国際私法」 枠組みの中で、 牴触法的規律の過程をど ように変形することができ だろうか 以下は、そのための試論である。法廷地独立牴触規定の適用上、まず登場するのが「単位法律関係」概念の解釈である。この概念をどのように解釈
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するかは、当面の紛争事実をみずからが解釈する「国際私法」の規律対象に含めるか否かという点で司法政策上重要な意味を持つ
（司法政策の中に環境政策も含まれる（裁判官も全地球的意味での環境保全に留意しなければならない）というのは、
私人の活動を規制する権限を有する行政機関の権限の行使の当否を最終的に審査する権限を裁判所が有すると考えることによる）
。
それに続くのが、 「連結点」概念の解釈である。 「連結点」の形成基準はこれまで長らく「最も密接な関係にある地」に求められてきた。 「最も密接な関係にある地」という白地概念の内容として 想定されていたのは、むろん、国家法であった。それは 国際私法」を構想する目的が、国家法相互間での「牴触」を解決するた の法秩序の探求にあったという前提に基づく。しかしながら、 「国際私法」 規律対象とされる渉外的私法関係、すなわち、解決を要する社会的問題自体が、特定の国家に固有の事象ではなくなっているという現実がある。こうした状況をみば、国家法の選択 よって法廷地国内では解決 ても、法廷地国の外ではなお利害の対立が残存し、未 のままという事態が生じ得よう。ここでは、複数の国家にまたがる案件を関係諸国が共同で解決するという選択肢が考案されなければならない
（外国裁判の承認・執行という制度はその一例であるが、承認要件の審査過程を通じて、結果の分裂を回避し
得ない場合がなお残る）
。このようにみると、 現行の牴触法的規律には大きな限界があることが知られなければならない。
ここから、国民国家間における国家法の牴触を解決すること
（第一の局面）
だけでなく、全地球的課題を解決するこ
と
（第二の局面）
も現代の「国際私法」の守備範囲に加えられなければならないという認識が生まれる。このように
考えるのは、民事法上の法律行為や行政行為がいずれも国家法上は適法だと判断された結果、二酸化炭素の排出量が一段と増えてきたという厳しい現実を考慮するためにほかならない。 う た立場では この種 律行為
（売買契約、
技術援助契約、雇用契約、融資契約、プラント輸出契約、合弁契約等）
や行政行為
（許認可等）
をそれ自体として規制してお
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かなければ、二酸化炭素の排出量自体を抑制することができないと考えざるを得ない。ここに「国際私法」上の規律が現実的機能を発揮し得る場が登場する。従来の「国際私法」が担ってきた「国家法相互間での牴触の解決
（第一の
局面）
」に加え、 「全地球的規模での問題解決
（第二の局面）
」をも担うこと、 これら二種類の解決基準を「現代国際私法」
が用意しなければならないとする点で、筆者の認識は、従来の「国際私法」とは大きく異なる
（パラダイムの転換）
。
すでに繰り返し強調した点ではあるが、伝統的な「国際私法」では、不統一法国法への指定等、特別の場合を除き、
国家法
（実質私法）
が準拠法として指定されている。しかし、国家法による規律が空回りする現状を放置し得ないと
考える筆者の立場では、国家法の問題性をチェックする 面が準拠法決定過程に取り入れられなければ らない。ここに登場するのが、国家法による規制に代替する「法秩序」を探求する構成である。その一例は、国家法による規制と科学的知見とを並列に
（両者の牴触と）
位置付け、国家法による規制に代えて、科学的知見に優先順位を与えると
いう判断である。科学的知見に優位を与える は、当該紛争が全地球的規模の影響力を持つ点を重視することによる（紛争解決の影響が一国内で完結するときは、従来型の国際私法による規律で足りる）
。このような立場では、国家法相互間で
の牴触を「法律牴触」のすべてとみることにとどまらず、国家法による規制 内容と地球公益 反映した科学的知見の内容
（不文
法
）（（
（
）
との間でも「牴触」を擬制することが必要となる。第一に、主観主義のもとで当事者が
（いずれの当
事者も地球の存在 前提としてのみ自己の存在や営為を語り得るという意味にお て地球規模で 物理的気象的な制約には無条件に従わざるを得ないという趣旨で）
潜在的に合意した「法秩序」として「科学的知見」を考慮し
（この種の擬制がど
こ
まで
認められるかも法的論点となり得る）
、第二に、客観的連結において「連結点」たる特定の「地」の解釈を通じて
（この
種の解釈がどこまで認められるかも法的論点となり得る）
準拠法として指定される「法秩序」として科学的知見を取り入れ
八九二
るといった工夫が試みられなければならない。後者の構成では、そこにいう「地」を「地球全体」と捉え、地球全体の利益を反映した不文の統一法秩序として、 「科学的知見」を適用するという説明が考えられる。むろん、そこで適用される「科学的知見」という名の実質法秩序は、上記の契約をすべて無効 判断するものでなければならない。れらはいずれも、二酸化炭素排出量を減らす いう政策判断を実現するためのあくまでも 恣意的 」工夫である。（
4）右に提案された恣意的構成はどれも、 二酸化炭素の排出量の一層の進行に歯止めをかけるうえで、 「国際私法」
上なお選択肢が残さ ているのではないかと考える立場から 伝統的「国際私法」における理解との整合性を考慮しつつ、実定法解釈論の枠内での一歩踏み込んだ試論にとどまる。このような試論にはむろん れなりの理由がある。
第一に、伝統的な牴触法的規律方法にはもともと致命的な欠陥が含まれているのではないかという疑念を払拭しき
れないという点がある。それは、準拠法 して適用される国家 が、もっぱら当該 内の関係者間における純粋に「国内的な
（
national, dom
estic ）
利益衡量」の結果のみを反映したものであって、渉外的私法関係の当事者間での
「国際的な
（
international, global ）
利益衡量」を文字通り正確に反映したものではないという意味においてである。つ
まり、準拠実質法の名で適用され 規範は、もともとどこ 国にも実在しない「代用品」でしかない
（真正品ではな
い）
という厳然たる事実である。このことは、 「国際私法」において準拠法として適用されてきた外国国家法秩
序
）（（
（
は
法廷地においてはあくまでも擬制された存在であって 国民国家の立法機関によって直接的な法源として制定されたものではないと う事実によっても明らかである
（このことは、法廷地牴触規定を通じて当該外国法規に対して法廷地での
適用根拠が与えられたと説明したところで、その外国法規を 廷地国 公用語に翻訳した時点で、それが始原性を失 、言語解釈上の制約もあって、まっ くの別物となっている 事実からも容易に読み取 よう）
。
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第二に、現実の国家法と擬制された国家法との間に生じ得る乖離を埋める機能が法廷地従属牴触規定としての公序
条項に委ねられているという点である。周知の如く、法廷地独立牴触規定の解釈を通じて、望ましい結果を得難い場合の救済装置として、法廷地従属牴触規定たる公序条項が用意されている。 「外国法によるべき場合において、その規定の適用が公の秩序又は善良の風俗に反す ときは、これを適用しない。 」と めるわが国の法の適用 関する通則法第四二条がその一例である。そこにいう「公の秩序又は善良の風俗」の内容決定に関する基準は、 これまで、 もっぱら国内法であると考えられてきた れは「公の秩序又は善良の風俗」をわが国の国内法上の最低限 秩序のみ限定する理解にほかならない
（国内公序説）
。こうした立場では、 「公の秩序又は善良の風俗」の内容決定の基準が法
廷地国内での法的安 性および予見可能性の視点から国内判例法
（先例拘束性の尊重）
に求められてきた。先例に依拠
する限り、そこで得られる結果はすべて自国の国内法上の評価に限 されざるを得ない。このように、公序条項の解釈に際して、もっ 廷地国の牴触規定という衣装を纏ってはいるものの、同国国内実質私法上の公序が中心的役割を果た ようになると、公序条項 「国際的」機能は空回りする
（むろん、国家裁判所の裁判官（公務員）が国益を考
慮せざるを得ないという現状をみ と、そのような傾向も止むを得ないことな かもしれないが そのように考えられる場合には、この限界を乗り越えるべく、裁判制度 民営化（アウトソーシング）も視野に入れ れる余地がある）
。
しかしながら、右にいう「公の秩序又は善良の風俗」に「法廷地国の」とか「自国の」とか「国内の」 かといっ
た限定表現が付されていない以上 全地球的規模の「公の秩序又は善良の風俗」を解釈上構想す 余地も否定され得ないであろう
（地球的公序説）
。公序条項を用いて地球的規模での公益からみて望ましい結果を得ようとすれば、国内
先例尊重主義の採用にも一定の限界が設けられなければな ない
（そこにいう「法的安定性および予見可能性」を法廷地
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国におけるそれという意味で限定的に捉える立場では、小稿が掲げる課題を根本的に解決することができない）
。ここに、代用品
に代えて、真に地球的規模での
（
global な）
利益衡量を反映した実質法を仮定するという考えを提案する理由がある。
より具体的 は、そこに 「公 秩序又は善良の風俗」の内容に地球環境保全の視点を含めることに尽きる。むろん、この構成も事新しいものではない。それは、こうした提案が、国家法たる法廷地従属牴触規定に言う「公序」の内容を「国際公序」と説明するかつての理解に部分的に通底するも だからであ 。
二酸化炭素の排出量規制に寛大な結果をもたらす準拠外国実質法がこのような全地球的公序の介入を通じて排除さ
れる場合、おそらくはいわゆる「欠缼説」のもとで生じ得る不都合な結果
（その典型は、緩やかな規制を行う実質法の適
用を排除することは、規制を行わないことを意味するという理解 あろう）
を避けるべく、どの程度の規制が望ましいかと
いう論点について準拠法を決めるための手続
（代用法規の探求）
が追加的に必要となろう
）（（
（
。
いまひとつ考えられなければならないのは、公序条項における法律要件の解釈可能性に関わる見直し作業である。
「外国法によるべき場合において、 その規定の適用が公の秩序又は善良の風俗に反するときは、 これを適用しない。 」
（法
の適用に関する通則法第四二条）
という規定の法律要件中に定められた「外国法」を文字通りに解釈すると、それは主
権国家の法を意味すると解釈されざるを得ないであろう。このような解釈が採用され 場合、準拠外国実質法秩序がどこの 法であれ、二酸化炭素の排出量規制が実質的 行われていない以上、実際には二酸化炭素 排出量が増加していても、法廷地 おいて実質的なチェック機能は働かないこと なる。 環境の保全という価値を優先する立場では、そ にいう「外国法」はひ つの例示として解釈され、全地球的規模での科学的知見という名の架空 法秩序の適用可能性が是認されなけ ばならない。このような 操作が是認さ るの あれば 現行法の枠内で こ
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種の問題を少しは解決することができるのかもしれない。もとより、公序条項の適用という一時的対処案には限界があることが明らかである。それは、個別具体的事案において適用された諸規範の解釈結果はその効果において訴訟当事者にしか及ばない らである。恒久的な対策として、全地球的規模での公益法が構想されなければならないが、国民国家間の合意 いう枠組みから逃れられない国際法が機能する範囲は極めて限られている。それでも、真の解決策は、関心を同じくする者の弛まぬ努力を得て、全地球的規模での統一法形成に求められなければなら い。
四
　
もとより、このような「試論」に対しては、伝統的理解に立脚した「国際私法」
（いわゆる常識論、大人の議論）
の側から、異論が噴出す であろう。たとえば、法廷 独立牴触規定の連結点にいう「地」はあくまでも国民国家が立法権を行使して定めた「国家法」を媒介するものであるという非難があり得よう。また、歴史的経緯からみても国 法以外に選択肢はあり得ないのだとか、科学的知見に依拠した不文の法秩序という考え方は妄想であり、これまでの常識からは、到底「法秩序」 名に値し といった反論も生じ得る。しかしながら、ここでの提案の趣旨は、第一次的に、既存 枠組みを乗り越え、 「法律 変革」の可能性 探ることにある。伝統的な理解の枠を乗り越えなければ喫緊の全地球的課題 応えられないという筆者 立場では、既存 常識を前提とした右の指摘はどれも格別の意味を持ち得ない。それは、右 想定さ る指摘 ずれもがそこで主張さ 結論部分の言い換えにとどまり、 「比較の第三項」たるべき中立的基準を示し得てい からである。重ねて強調されなけ ばならないのが、これまで繰り返されてきた科学者たち 次第に緊急性 増してきた「警告」に対し 、われわれが法律家として、ど ように答えることがで るか、結果 どのような「社会的責任」
（国家法上の法的責任ではない）
を分担できるか、といった
諸点であ 。二酸化炭素の排出量がこれからも増え続けるような 態が訪れてもそれらは自己責任の結果 甘受
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されなければならないとか、長期間かつ広範囲に亘る干ばつや森林破壊によって生じる世界の貧困問題や食糧危機、紛争の多発、スーパー台風の頻発による大規模被害が発生していても、みずからの今日、明日の生活には何の関係もないとかという主張に対して、地球市民としての意識を強調する筆者の立場からは、とうていそれらに与することはでき 。
4　
現代国際私法の課題
小稿では、現代社会で解決を要する問題の一例として、地球温暖化による気候変動への対処案が取り上げられた。
優先されたのは、地球環境汚染の防止、とりわけ二酸化炭素排出量の削減という視点であった。併せて、従来の「国際私法」によって導かれる結論を再検討するために、 「国際私法」の中核を成すと考えられる牴触規定の解釈可能性に関して若干の選択肢が提案された。以上の説明から、小稿の主題たる「現代国際私法の課題は何か」という問いに対する解答はすで 導かれたことになる たとえば、 「わが国の は、全地球的課題を解決す 役割を果たし得ているか」とか、 「地球環境保全のために、諸国 国内法たる 際私法は何をなすべきか」 か、 「ＣＯ
２
排出量削
減のために諸国の国際私法がなし得ることは何か」 、 「全地球的国際私法 構想は可能 」とか いうように、論者が置かれた環境に応じて、課題の表現方法 はいろいろなものがあり得よう。
どのような時代と社会に生きるにしても、法律家もまた、みずからが活動する環境を無視することは許されないで
あろう。このことを考慮すると、 「国際私法」分野の研究者も、みずからがなし得る営為の範囲内で、この全地球的課題に敢然と取り組まなければならない。このようにみる 、われわれに っての次の課題は どのように それ
八九七
現代国際私法の課題について（山内）
を実現するか、その具体的な方法如何の探求に移行せざるを得ないであろう。ひとつの先例は、二〇一一年一〇月に草案が公表され、二〇一四年二月に修正案 採択をみた「
C
om
m
on E
uropean Sales L
aw
）（（
（
」
に関するヨーロッパ連合
規則の形成過程である。 発端と ったのは、一九八二年に結成された私的な学者グループ「ヨーロッパ契約法委員会」の活
動
）（（
（
であった。現場の情報を豊富に有する民間が国家に先行するという例はこれまでにも多数存在する。民
間の活力により、国家を刺激するというのはひとつ 現実的な手法である。内外の若手研究 によって構成される私的な学者グループが行うことは、科学者たち 警告を取り入れた「地球的規模での超国家法型の法規範」を実体法、手続法の両面に亘って作成することであ 。すべて一律 行動しなくても、世界の各地において、可能な範囲で段階的に実現できれば、事態はわずかでも変わ のではなかろうか。
三
　
要約と展望
一
　
二〇世紀ドイツにおける代表的国際私法学者のひとり、ゲァハルト・ケーゲル
（
G
erhard K
ege
）（（
（
l ）
の名はわが国
でもよく知られていることであろう。彼は、国際私法分野の先達として著名 エァンスト・ラーベル
（
E
rnst R
abe
）（（
（
l ）
の次のような言葉を紹介している。
〝法の問題についての省察の素材は、過去であれ現代であれ、大地にあるすべての法でなければならず、また土地、風土、そして人種との、諸民族の──戦争、革命 国家建設、圧政といった──歴史的命運と 、宗教及び倫理観との、例えば個々人の意欲や創造力、財貨の生産や消費への欲求、階層の、党派の、階級の利益との法の関わりである
）（（
（
。〟
八九八
この言葉
（ 「大地にあるすべての法」 ）
が示すように、 「法
（小稿の直接的研究対象はさしあたり「国際私法」に限定されている）
」
の研究においては、既存の法秩序を前提とした諸国実定法の解釈に直結する諸課題に取り組むだけでなく、実定法が適用される国際社会全体の現状に対する大所高所からの人間的・文化的な評価を前提として、既存の法秩序に対する批判的な検討も繰り返し行われなければならないであろう。つまり、われわれが対象とする「法」は「
G
esetz 」のみ
に限られず、 「
R
echt 」
（ 「
G
esetz 」を含む）
でなければならないという認識である。法律学を学修する場合もこれを研究
する場合も、 その対象は特定の国の「
G
esetz 」のみに限定されてはならず、 「
R
echt 」 、 それも全地球的規模での「
R
echt 」
が考慮されなけ ば らな
い
）（（
（
。こうした観点は、現代「国際私法」の諸課題について考える場合にも、同様に、忘れ
られてはならないであろう。
二
　「現代国際私法の課題」という主題のもとに小稿で提案されたのは、 第一に、 伝統的な「国際私法」
（第一の局面）
のほかに、準拠法指定と う従来の枠組みをもひとつ 選択肢として考慮しつつ、指定の対象を国家法から超国家型法秩序へと変更する可能性
（第二の局面）
を追加すること、第二に、民間の活力を活かして、科学者たちの警告を反
映した超国家型法秩序を形成すること、これ 二点であった。
超国家型法秩序という構想は、世界の歴史を顧みると、繰り返し提案されてきているもののひとつである。いま
から一二〇年以上前の一八八八年四月二〇日にすでに ドイツの国際私法学者エァンスト・ツィーテルマ
ン
）（（
（
（
E
rnst 
Z
ietelm
ann ）
がウィーンにおいて「世界法の可能性
（
D
ie M
öglichkeit eines W
eltrechts ）」と題する講演を行ってい
た。この講演に触発され
た
）（（
（
田中耕太
郎
）（（
（
がパリ大学で、 「世界法の理論についての素描
（
E
quisse d
’une théorie de droit 
m
ondiale ）」と題して『世界法の理論』
（全三巻、一九三二─一九三四）
の骨子を紹介したのは、一九三六年のことであっ
八九九
現代国際私法の課題について（山内）
た
）（（
（
。いずれの研究成果も、現代とは環境を大きく異にする時代に公表されたものではある。とはいえ、これらの前例
はいずれも、法律家が自国国家法の枠内にとどまることなく、超国家的な視点を採用する必要性を強調する旨の問題提起として、こんにちでも十分に意味 ある提言として理解することができよう。むろん、このような超国家型法形成という理想がいまなお実現されていないというこ も、厳然た 事実である。われわれはこれを永遠の課題として先送りし続け、傍観者としての態度をとることに代えて、みずからがその 現に向けて何 なし得 かというに明確な当事者意識を以って日々挑戦し続けなければならない。
三
　
それでは、どうすればよいのか。最後に、筆者なりの「展望」を試みることとしたい。深刻な環境汚染問題を
克服するため、ここでは、国民国家による法 調整および統一、という方法の有効性を一方 は認めつつも、同時に他方において、従前の方法の限界 越えるべく、民間による超国家型法規範の形成へ向けた努力の可能性が検討された。その成否や是非は いまわれわれが即座 断じるべきものではなく すべ 全地球的規模で行われる、今後の関係者の継続的な営為の内容とその発展可能性にかかっているというべきであろう。何を主張するかが大事なのではなく、得られる結果こそがすべてである。誰か この問題を解決してくれると期待 るのではなく、みずからが当事者としての自覚をもって主体的に行動しなけ ば、何も変わらない。われわ 次の世代を担う人々、つまり、地球上でこれから生まれてくる以後の世代のすべて 人々に対 法的責任という以前に、よりよい地球環境を手渡す人間としての責任がある
（このような理解のもとでは、現行法上の所有権も、あたかも借地権であるかのように、理解されなけ
ればならないこと ろう
）（（
（
）。彼らは、われわれに、それだけの決意と熱意があるかどうかを真剣に問いかけているので
はないかと思われる。幸いにして、志を同じくする方々を、日本だけでなく 全世界にお てひ りでも多く見出す
九〇〇
ことができるならば、少しは展望が開けるのではなかろうか
）（（
） （（（
（
。
＊
　
小稿は、一般財団法人国際法学会二〇一四年度研究大会（二〇一四年九月二一日、新潟朱鷺メッセ、座長・佐藤やよひ関西大学教授）における報告用原稿に加筆したものである。報告の要旨については
http://w
w
w
.jsil.jp/annual_
docum
ents/2014/2014abstract.pdf （一五頁）を、また報告および質疑の概要については、 「研究報告・質疑討論の要旨」
国際法外交雑誌一一三巻三号二〇一頁以下を、それぞれ参照されたい。
＊＊
　
クラウス・ハインリッヒ著（小林敏明訳） 『ノーを言う難しさ
　
宗教哲学的エッセイ』 （叢書ウニベルシタス
 （（（ ） （法
政大学出版局、二〇〇〇年）七頁。
＊＊＊
　
ガダマー他著（長倉誠一／多田茂訳） 『哲学の原点──ドイツからの提言』 （未知谷、一九九九年）二三頁。
（
1）
http://it.w
ikipedia.org/w
iki/U
bi_societas,_ibi_ius
（
2）この種の基準は、必ずしも構成員全員の直接的または間接的な合意に基づいて成立するものに限られず、擬制された合意に基づいて成立したとみなされるものも含まれる。この種の判断基準（
α
）の要件と効果をどのように表現すべきであるか
という点に関しては、 むろん、 多くの選択肢があり得る。それらのうち、 ある選択肢を優先するための判断基準を、 最初の「判断基準（α） 」との違いを示すため、以下、 「αの形成基準」と呼ぶ。
（
3）この格言については、 「
U
bi Societas Ibi Jus is a legal m
axim
 w
hich m
eans w
here there is society, there is law
. T
his 
m
axim
 revolves around the concept that law
 and society are indivisible. T
he m
axim
 states that law
 is indispensable to 
every society. M
aintenance of peace and harm
ony of a society w
ill happen in its entirety only if there is a law
 for the 
society. 」という説明も見出される（
http://definitions.uslegal.com
/u/ubi-societas-ibi-jus/ ） 。
（
4）成文法が存在しない場合であっても、こんにちの国際社会がそうであるように、 「優先順位の最終的決定基準は武力行使による」といった規範が存在すると考える余地が十分にあり得る。
（
（）「グローバル」という言葉の意味については多様な理解があり得るが、小稿では、地球という環境を共 しつつ活動する複
九〇一
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数の主体が相互依存関係にあることを互いに考慮し合い、地球に共通する諸問題については地球それ自体の環境を最大限に保全する態度を貫き、自己の便益や都合 一方的に主張する態度（個人主義、ナショナリズム等）を極力排除する立場を示す意味で用いる。
（
（）このような判断基準は、通例、それが多くの事案に適用されるよう考えられているところから、抽象的表現を伴う場合が少なくなく、そうした文言の解釈が必然的に求められることとなる。ここに登場するのが、判断基準（
α
）の要件および効
果に取り入れられた個々の文言の解釈をいかに行うべきかという争点に対する判断基準である。最初の「判断基準（α） 」との違いを示すため、以下、後者の判断基準 「αの適用基準」 呼ぶ。
（
(）桑田三郎『季刊法律学』二四号（一九五七年五月）
（
（）秌場準一『一橋論叢』四四巻四号（一九六〇年一〇
（
（）松岡博『ジュリスト』七三一号（一九八 年一月）
（
10）道垣内正人 上智法学論集』四九巻三・四合併号（二〇〇六年三月）
（
11）ヨーロッパ連合（ＥＵ）は世界全体の温暖化ガスの排出量を二〇五〇年までに二〇一〇年比で少なくとも六〇パーセント減らすことを内容とする新たな長期目標をまとめた（二〇一五年二月二五日日本経済新聞朝刊一面および五面） 。
（
12）二〇一三年九月二七日に公表された国際連合の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第五次評価報告書（第一作業部会報告書）については、
http://w
w
w
.w
w
f.or.jp/activities/2013/0（/11（0(2(.htm
l 他参照。 「温暖化と戦う知恵は」 （二〇一
四年九月一八日朝日新聞朝刊二一面） 、 「日曜に考える
　
地球温暖化にどう向き合う
　
田中伸男、木本昌秀」 （二〇一五年二月
一五日日本経済新聞 刊九面） 、 「地球をめぐる炭素」 （二〇一五年二月二三日朝日新聞朝刊二一面）他参照。
（
13）以下の現象について要領よく紹介したものとして、 「ＮＨＫスペシャル
 巨大災害
 M
E
G
A
 D
ISA
ST
E
R
 地球大変動の
衝撃
 第
1集
 異常気象〝暴走〟する大気と水の大循環」 （二〇一四年八月三〇日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/special/
detail/2014/0（30/ ） 、 「ＮＨＫスペシャル
 巨大災害
 M
E
G
A
 D
ISA
ST
E
R
 地球大変動の衝撃
 第
（集
 日本に迫る驚異
 激化す
る豪雨」 （二〇 四年一一 五 放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/special/detail/2014/111（/ ） 、 「ＮＨＫスペシャル
 巨大災
害
 M
E
G
A
 D
ISA
ST
E
R
 地球大変動の衝撃
 特別編
 第
1集
 大気と水の大循環」 （二〇一四年一一月一七日放映、
https://pid.
nhk.or.jp/pid04/P
rogram
Intro/Show
.do?pkey=
001-2014111(-11-0(（4( ） 、 」などがある。特集「ＮＨＫスペシャル
 巨大災
九〇二
害
 M
E
G
A
 D
ISA
ST
E
R
 地球大変動の衝撃」の全体については、
http://ja.w
ikipedia.org/w
iki/%
E
（%
B
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（%
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（3 、 「 〝異常気象〟
 身近に迫る危機〜命・暮らしを守るために〜」 （二〇一四年九月二七日
放映、
https://pid.nhk.or.jp/pid04/P
rogram
Intro/Show
.do?pkey=
001-20140（2(-21-0232( ） 、 「ＮＨＫＢＳ
1スペシャル
　
世
界を襲う異常気象『迫りくる気候変動の脅威』 」 （二〇一四年一一月二三日放映、
https://w
w
w
.facebook.com
/N
H
K
online/
posts/（（3（4（（（（33（43（?com
m
ent_id=
（（（(（（（(4（（4001&
offset=
0&
total_com
m
ents=
（ ） 」 、 「ＢＳ世界のドキュメンタリー
　
シ
リーズ〝危険な時代に生きる〟の見どころ」 （二〇一五年 月二二日放映、
https://pid.nhk.or.jp/pid04/P
rogram
Intro/Show
.
do?pkey=
001-201（0222-11-10（3( 、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/w
doc/yotei/index.htm
l?w
eek=
201（0302 ）他参照。
（
14）秌場準一「国際私法」 （国際法学会編『国際関係法辞典（第
2版） 』 （三省堂、二〇〇五年） ）二八四頁。
（
1（）江川英文『国際私法』 （一七版） （有斐閣、一九七〇年）一頁以下。
（
1（）ここに原則という表現を用いたのは、諸国家間で合意された統一法（国際法）が存在する場合、それが優先的に適用されることを考慮したためである。
（
1(）山田鐐一『国際私法（第
3版） 』 （有斐閣、二〇〇四年）二頁以下、溜池良夫『国際私法講義（第
3版） 』 （有斐閣、二〇〇
五年）一〇頁以下、櫻田嘉章『国際私法〔第
（版〕 』 （有斐閣、二〇一二年）一四頁他参照。なお、法廷地独立牴触規定の適
用範囲につき、渉外事件と国内事件との区別を否定する説明として、澤木敬郎・道垣内正人『国際私法入門〔第
(版〕 』 （有
斐閣、二〇一二年）六頁がある。
（
1（）その典型は、経済的事情である（ 「無い袖は振れない」 ） 。ごく最近のトマ・ピケティ著（山形浩生／守岡桜／森本正史訳）『二一世紀の資本』 （みすず書房、二〇一四年）等で改めて強調されている所得と資産の格差問題もその一例にほかならない（これについては、 「日曜に考える
 資本主義を生かすために
 トマ・ピケティ」 （二〇一五年二月一日日本経済新聞朝刊九面） 、
「格差を考える
 上
 森口千晶」 （二〇一五年二月一一日日本経済新聞朝刊二九面） 、 「格差を考える
 下
 阿部彩」 （二〇一五年二
月一二日日本経済新聞朝刊一一面） ＮＨＫ教育テレビ放映 「パリ白熱教室（パリ経済学校、トマ ピケティ教授） 」については、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/hakunetsu/paris/ ）他参照。
（
1（）「ＢＳ世界のドキュメンタリー
　
地球を食い尽くすのは誰？〝人口爆発〟の真実」 （二〇一五年三月一一日放映） 。
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（
20）「ＣＯ
２
を閉じ込める」 （二〇一四年八月二五日朝日新聞朝刊三二面）他参照。
（
21）「北極の温暖化ルポ」 （二〇一四年九月二一日読売新聞二九面）他参照。
（
22）「気候変動に立ち向かう 八 一〇 日本経済新聞朝刊一九面）他参照。
（
23）前注 （
13） 参照。
（
24）
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/C
lub_of_R
om
e
（
2（）
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/T
he_L
im
its_to_G
row
th
（
2（）ヨルゲン・ランダース著、
 竹中平蔵解説、
 野中香方子訳、日経ＢＰ社、二〇一三年。
（
2(）市川定夫『環境学─遺伝子破壊から地球規模の環境破壊まで─』 （ （初版）藤原書店、一九九三年、 （第二版）一九九四年） 、同『環境学のすすめ─
21世紀を生き抜くために─（上・下） 』 （藤原書店、一九九四年） 、臼井久和／高瀬幹雄編著『環境問題
と地球社会』 （有信堂、二〇〇二年） 、クリストファー・フレイヴィン編著『ワールドウォッチ研究所
 地球白書
 二〇〇六─
二〇〇七年』 （ワールドウォッチジャパン 二〇〇六年） 、アル・ゴア著（枝廣淳子訳） 『不都合な真実
 地球温暖化の危機─
ＥＣＯ入門編』 （ランダムハウス講談社、二〇〇七年）他参照。
（
2（）二〇一四年二月一五日日本経済新聞朝刊三九面他参照。 「平成二六年豪雪」については、
http://ja.w
ikipedia.org/w
iki/%
E
（
%
B
（%
B
3%
E
（%
（（%
（02（%
E
（%
B
（%
B
4%
E
（%
B
1%
A
A
%
E
（%
（B
%
A
A
他参照。
（
2（）二〇一四年八月二一日日本経済新聞夕刊一面、同年八月二二日同朝刊一面、同年九月二〇日朝日新聞夕刊一面他参照。 「平成二六年八月豪雨による広島市の土砂災害」については、 「ＮＨＫスペシャル
 緊急報告
 広島
 同時多発土砂災害」 （二〇一四
年八月 二日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/special/detail/2014/0（22/ ） 、
http://ja.w
ikipedia.org/w
iki/%
E
（%
B
（%
B
3%
E
（%
（（
%
（02（%
E
（%
B
（%
B
4（%
E
（%
（C
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（（%
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B
3
%
B
（%
E
（%
B
（%
（2%
E
3%
（1%
A
E
%
E
（%
（C
%
（F
%
E
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A
0%
（2%
E
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（1%
B
D
%
E
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A
E
%
B
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.E
（.B
D
.B
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F
他参照。
（
30）前注 （
13） 参照。
（
31）これについては、
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/H
urricane_K
atrina
他参照。
（
32）
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/H
urricane_Sandy
他参照。
（
33）これについては、
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/C
yclone_Sidr
他参照。
九〇四
（
34）これについては、 「ＮＨＫスペシャル
 巨大災害
 M
E
G
A
 D
ISA
ST
E
R
 地球大変動の衝撃
 第
1集
 異常気象〝暴走〟する大気
と水の大循環」 （前注 （
13） ） 他参照。
（
3（）これについては、
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/C
yclone_N
argis
他参照。
（
3（）これについては、
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/C
yclone_A
ila
他参照。
（
3(）これについては、
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/T
yphoon_H
aiyan
他参照。
（
3（）これについては、 「平成二五年台風第三〇号」 （
http://ja.w
ikipedia.org/w
iki/%
E
（%
B
（%
B
3%
E
（%
（（%
（02（%
E
（%
B
（%
B
4%
E
（%
（F
%
B
0%
E
（%
A
2%
A
（%
E
(%
A
C
%
A
C
30%
E
（%
（F
%
B
( ）他参照。
（
3（）前注（
13） 参照。
（
40）これについては、 「ＮＨＫスペシャル
 巨大災害
 M
E
G
A
 D
ISA
ST
E
R
 地球大変動の衝撃
 第
1集
 異常気象〝暴走〟する大気
と水の大循環」 （前注 （
13） ） 他参照。
（
41）これについては、
http://w
w
w
.aori.u-tokyo.ac.jp/research/new
s/2014/20140（01.htm
l 他参照。
（
42）前注 （
34） 参照。
（
43）「クローズアップ現代
 増える豪雪被害〜温暖化の新たな脅威〜」 （二〇一五年一月二八日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/
gendai/yotei/index_yotei_3（0(.htm
l ）
（
44）二〇一五年一月二七日毎日新聞夕刊一面、
http://w
w
w
.asahi.com
/articles/D
A
3S11（(2（0（.htm
l 他参照。
（
4（）ＮＨＫ教育テレビ「地球ドラマチック
　
海の生物が危ない！
 〜二酸化炭素の脅威〜」 （二〇一四年三月一五日放映、
https://pid.nhk.or.jp/pid04/P
rogram
Intro/Show
.do?pkey=
001-2014031（-3（-2（20（ ）
（
4（）この状況を要領よく紹介したものとし 、 「ＮＨＫスペシャル
 シリーズ
 エネルギーの奔流
 第
1回
 膨張する欲望
 資源は足
りるのか」 （二〇一四年五月二四日放映、
http://w
w
w
.dailym
otion.com
/video/x1w
iqzp_nhk%
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_new
s; http://w
w
w
.nhk.or.jp/special/detail/2014/0（24/ ）および「同
 第
2回
 欲
九〇五
現代国際私法の課題について（山内）
望の代償
 破局は避けられるか」 （二〇一四年五月二五日放映、
http://w
w
w
.dailym
otion.com
/video/x1w
pjvf_nhk%
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がある。
（
4(）前注 （
4（） 参照。
（
4（）これについては、 「世界の人口」 （
http://ja.w
ikipedia.org/w
iki/%
E
4%
B
（%
（（%
E
(%
（（%
（C
%
E
4%
B
A
%
B
A
%
E
（%
（F
%
A
3 ）他
参照。
（
4（）
http://w
w
w
.unfpa.or.jp/publications/index.php?eid=
00033
；他参照。
（
（0）これについては、電気事業連合会「世界の人口とエネルギー消費量」
http://w
w
w
.fepc.or.jp/enterprise/jigyou/w
orld/sw
_
index_01/
他参照。
（
（1）前注
4（） 参照。
（
（2）前注 （
4（） 参照。
（
（3）前注
4（） 参照。
（
（4）中国の海洋進出については、飯田将史「秩序変更を目指す中国の海洋進出」 （
h
ttp
://w
w
w
.sp
f.org
/m
ed
ia/u
p
load
/（-2_
M
aritim
eE
xpans_JP
.pdf#
search=
'%
E
4%
B
（%
A
D
%
E
（%
（B
%
B
D
%
E
3%
（1%
A
E
%
E
（%
B
（%
B
(%
E
（%
B
4%
（B
%
E
（%
（0%
B
2%
E
（%
（
(%
B
A
’）他参照。
（
（（）前注 （
4（） 参照。
（
（（）「ＢＳ世界のドキュメンタリー
 シェールガス開発がもたらすもの」 （二〇一五年三月一〇日放映） 。化石燃料と異なり、
シェールガスは四年間でほぼ取りつくされ、その後の採掘量は激減するといわれている。このため、シェールガスの開発には自転車操業のような絶えざる継続性が不可避とされている。
（
（(）これについては、 「ＢＳ世界のドキュンメンタリー
 岐路に立つタールサンド開発〜カナダ
 広がる環境汚染〜前編」 （二〇
九〇六
一一年一二月六日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/w
doc/backnum
ber/detail/11032（.htm
l ） 、 「ＢＳ世界のドキュンメンタリー
 
岐路に立つタールサンド開発〜カナダ
 広がる環境汚染〜後編」 （二〇一一年一二月七日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/w
doc/
backnum
ber/detail/11032（.htm
l ）他参照。
（
（（）前注 （
4（） 参照。アメリカ合衆国におけるシェールガス採掘時の同種の問題については、 「ＢＳ世界のドキュンメンタリー
 
ガスランド〜アメリカ水汚染の実態〜前編」 （二〇一〇年一二月一三日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/w
doc/backnum
ber/
detail/101213.htm
l ） 、 「ＢＳ世界のドキュンメンタリー
 ガスランド〜アメリカ水汚染の実態〜後編」 （二〇一〇年一二月一四
日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/w
doc/backnum
ber/detail/101214.htm
l ）
（
（（）前注 （
34） 参照。
（
（0）トルコが二〇一五年の経済成長率を四パーセントと見込んでいることについては、二〇一五年二月二〇日日本経済新聞朝刊六面他参照。
（
（1）前注
34） 参照。
（
（2）前注 （
34） 参照。
（
（3）
http://fr.w
ikipedia.org/w
iki/Jean-M
arie_C
hevalier
（
（4）前注
34） 参照。
（
（（）
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/P
ost_C
arbon_Institute
（
（（）
http://en.w
ikipedia.org/w
iki/R
ichard_H
einberg 
（
（(）前注
34） 参照。
（
（（）ここにいう「法律」を狭義のそれ、すなわち、主権国家の立法機関が公布し施行する「法律」に限定すれば、国際法は検討の対象外となろう。これに対し、ここでの主題が、事柄の性質上、諸国家の協力を必要とする局面を含むとみる場合、上記の「法律」に国家間の合意も含むことに異論はないであろう。
（
（（）ごく最近の動きとして、わが国の経済産業省が、新設する火力発電所に対し、省エネ規制を導入すること ついては、 「火力新設に省エネ規制」 （二〇一五年二月二三日日本経済新聞朝刊一面）他参照。
（
(0）その一例は、一方では市場における需要と供給との関係に基づいて、他方では当事者間での契約自由の原則に依拠して決
九〇七
現代国際私法の課題について（山内）
定されるはずの、民事法上の規制に属する太陽光の売買価格を、太陽光の買い取り価格制度によって修正する場合である。わが国では、経済産業省の有識者会議が二〇一五年度の太陽光の買い取り価格を三年連続で引き下げる案を了承した（二〇一五年二月二五日日本経済新聞朝刊三面） 。
（
(1）「ペルー政府は七月、経済再活性化パッケージと呼ぶ景気刺激策を打ち出した。……環境基準に違反した企業に対する罰金の支払いも当面は減額する。環境 傘下の環境評価機関からは、罰金を科す権限を剥奪した。罰金が同国の一大産業である資源企業を委縮させ、投資が停滞、景気減速を招いているとの理由からだ。 」 （ 「ＣＯＰ
20議長国のペルー
 温暖化対策逆行の
動き」 （二〇 四 九 三日 本経済新聞朝刊六面）
（
(2）
http://de.w
ikipedia.org/w
iki/T
ertium
_com
parationis, http://en.w
ikipedia.org/w
iki/T
ertium
_com
parationis
（
(3）二〇一五年末にパリで開催される第二一回国連気候変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ
21）では、二〇二〇年以降の地球
温暖化対策の新たな枠組みの合意を目指すことが期待されている。これについては、二〇一五年二月二三日日本経済新聞朝刊三面他参照。
（
(4）こうした事象は、 決していまに始まったことではない。 これについては、 国際私法上の法律回避 （グレトナグリーン婚） のほか、実質法における租税回避（
tax heaven ） 、便宜置籍船（
flag of conveniens ）等を挙げるだけで足りよう。近年でも、高額所
得者が海外に移住する例が増えつつある（これについては、 「ＢＳ世界のドキュメンタリー
 ＥＵ租税回避
 一兆ユーロとの闘
い」 （二〇一四年三月三一日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/w
doc/backnum
ber/detail/140331.htm
l ） 、 「クローズアップ現代〝租
税回避〟マネーを追え〜国家
 vs. グローバル企業から」 （二〇一三年五月二七日放映、
http://w
w
w
.nhk.or.jp/gendai/kiroku/
detail_33（3.htm
l ） ） 。
（
(（）
B
ernhard G
roß
feld, D
ie P
rivatstrafe : ein B
eitrag zum
 Schutz des allgem
einen P
ersönlichkeitsrechts, F
rankfurt a. M
. 1（（1, 
zugleich M
ünster U
niv., D
iss. 1（（0; ders., Z
ivilrecht als G
estaltungsaufgabe, （
Juristische Studiengesellschaft K
arlsruhe, 
H
eft 130 ）. H
eidelberg-K
arlsruhe, 1（((.
（
(（）「ベトナムで製鉄所断念
 ＪＦＥスチール
 収益性確保難しく」 （二〇一四年九月一七日日本経済新聞朝刊一五面） 。
（
((）「日立・ＧＥ、原発で攻勢」 （二〇一四年九月一八日日本経済新聞朝刊一三面） 。
（
(（）「丸紅、海外発電事業で提携
 カタール政府系と
 まずケニアなどで」 （二〇一五年二月二一日日本経済新聞朝刊一三面） 。
九〇八
（
(（）日本企業による海外投資の現況に関するこの種の紹介記事は、逐一言及するまでもなく、日本経済新聞紙上等に日常的に掲載されている。
（
（0）ここにいう不文の法秩序は、地球公益を代表する者、特に科学者グループによって与えられた警告に基づいて構成されている超国家型の法秩序である。
（
（1）国家裁判所が外国法を適用す 法文上の根拠は、むろん、法的地の国内牴触規定（わが国の場合、法の適用に関する通則法の諸規定が該当する）を通じて与えられていると一般には説明されていることであろう。それでも、このような法規が定められるに至った実質的政策的な根拠（国家裁判所における外国実定法の適用根拠）は、上記の とは別個に探究されなければならない。その場合、法制度等の互換性を承認できる国家とそうでない国家とを区別して取り扱うことの可否も検討に値する。すなわち、立法形式とし 双方的完全独立牴触規定を当然視することに代えて、複数の独立牴触規定（不完全独立牴触規定、一方的独立牴触規定等）をどの国との間で法律牴触が生じているかに応じて使い分ける立場である。
（
（2）山内『国際公序法の研究─牴触法的考察─』 （中央大学出版部、二〇〇一年）
（
（3）
http://ec.europa.eu/justice/contract/cesl/index_en.htm
（
（4）この点に関する文献資料については、
C
hristian von B
ar, E
ric C
live and H
ans Schulte-N
ölke （
ed. ）, P
rinciples, D
efinitions 
and M
odel R
ules of E
uropean P
rivate L
aw
: D
raft C
om
m
on F
ram
e of R
eference （
D
C
F
R
）, Interim
 O
utline E
dition, M
unich 
200（, B
énédicte F
auvarque-C
osson and D
enis M
azeaud （
ed. ）, E
uropean C
ontract L
aw
: M
aterials for a C
om
m
on F
ram
e of 
R
eference: T
erm
inology, H
uiding P
rinciples, M
odel R
ules, M
unich 200（
など、枚挙にいとまがない。
（
（（）櫻田嘉章『国際私法〔第
（版〕 』 （有斐閣、 二〇一二年）五一頁以下、
http://de.w
ikipedia.org/w
iki/G
erhard_K
egel_ （
Jurist ）
他参照。
（
（（）
http://de.w
ikipedia.org/w
iki/E
rnst_R
abel 他参照。
（
（(）
G
erhard K
egel, E
rnst R
abel （
1（(4-1（（（ ）
—
V
orkäm
pfer des W
eltkaufrechts, in: H
elm
ut H
einrichs/H
arald F
ranzki/K
laus 
Schm
alz/M
ichael Stolleis （
H
rsg. ）, D
eutscheJuristen jüdischer H
erkunft, M
ünchen 1（（3, S. （(1ff., （（4 （その邦訳として、
ゲァハルト・ケーゲル（廣瀬克巨訳） 「エルンスト・ラーベル
　
国際売買法の先駆者」 （ヘルムート・ハインリッキス／ハラ
ルド・フランツキー／クラウス・シュマルツ／ミヒャエル シュトレイス編著（森勇監訳 『ユダヤ出自のドイツ法律家』
九〇九
現代国際私法の課題について（山内）
（日本比較法研究所翻訳叢書（
（2） ） （中央大学出版部、二〇一二年）八五三頁以下、八七四頁以下） （引用された文章の出
典は、
E
rnst R
abel, A
ufgabe und N
otw
endigkeit der R
echtsvergleichung, R
heinZ
 13 （
1（24 ）, 2(（, 2（3 （
ders., G
esam
m
elte 
A
ufsätze B
and III （
に収録）とされているが、未見である） 。
（
（（）
B
ernhard G
roß
feld, D
as E
lend des Jurastudium
s, JZ
 1（（（, 3（( ff.
（
（（）五十嵐清「チーテルマン」 （国際法学会編『国際関係法辞典
 第
2版』 （三省堂、二〇〇五年）六〇三頁以下） 、
http://
en.w
ikipedia.org/w
iki/E
rnst_Z
itelm
ann
（
（0）折茂豊「世界法」 （鈴木竹雄編『田中耕太郎
 人と業績』 （有斐閣、一九七七年）七六頁以下）八一頁、鈴木竹雄編『田中耕
太郎
 人と業績』 （有斐閣、一九七七年） 「第
3部
 座談会
 田中耕太郎先生を偲ぶ
 Ⅰ
 学問と思想」における野田良之発言（五
三一頁）他。
（
（1）横田喜三郎「田中耕太郎」 （国際法学会編『国際関係 辞典
 第
2版』 （三省堂、二〇〇五年）五九一頁以下） 、
http://
ja.w
ikipedia.org/w
iki/%
E
(%
（4%
B
0%
E
4%
B
（%
A
D
%
E
（%
（0%
（（%
E
（%
A
4%
A
A
%
E
（%
（3%
（E
（
（2）折茂豊「世界法」 （鈴木竹雄編『田中耕太郎
 人と業績』 （有斐閣、一九七七年）七六頁以下）
（
（3）前注 （
（（） （ 「ＢＳ世界のドキュメンタリー
 シェールガス開発がもたらすもの」の結びにおいて、同番組のディレクター、
ジョリン・ミナールは次のように述べている。いわく、 「誰もが環境保護主義者であるべきなんです。……わたしはディレクターであって、問題の答えを示すことはわたしの役目ではありません。質問を投げかけ、対話の口火を切ることで人々がより良い明日へ向かうきっかけになってほしいと思っています。対話が始まらない限り、物事は今までと同じように進むだけです。その代償は、わたしたちみんなに降りかかってくるの す。 」と。
（
（4）ここに取り上げた素材は、決してひとり国際私法のみに固有のものではない。 、国際政治および外交史の分野では、はたして環境汚染の克服に向けてど よう 課題と計画が考えられているのだろうか それらの問題意識と小稿のそれとに共通点が見出されるならば、この主題に関する研究はさらに広がりを見せることとなろう。
（
（（）本文中に述べた視点についてはすでに言及 たこ がある（
Y
am
auchi, D
as globale Internationale P
rivatrecht, im
 21. 
Jahrhundert—
—
W
endung des klassischen P
aradigm
as des IP
R
s zur G
lobalisierung, H
alle 200（—
—
http:w
w
w
2.jura.uni-
halle.de/tietje/htm
l/publikationen.htm
l—
—
Y
am
auchi, Japanisches R
echt im
 V
ergleich, T
okyo 2012. S. 3ff.  に再録） 。筆者
九一〇
の提案については、 「
N
ot A
pply L
aw
 but E
quity 」という見出しのもとにレーマン教授（ボン大学）による批判的言及があ
る（
L
ehm
ann, M
atthias, F
rom
 C
onflict of L
aw
s to G
lobal Justice, C
olum
bia U
niversity 2011, SS. 1（（
─
1（0 ） 。なお、レーマ
ン教授のこの書については、
http.//academ
iccom
m
ons.colum
bia.edu/item
/ac:1(4221
を介してｐｄｆファイルにアクセスす
ることができる。
（二〇一五年二月二七日脱稿）
〔附記〕
本文中（二
2三）で触れた温暖化の影響による異常気象はその後も繰り返されている。二〇一五年三月一三日から一四日にか
けて、バヌアツを襲ったサイクロン「パム」がその代表例である（二〇一五年三月一六日朝日新聞朝刊七面、同月三一日朝日新聞朝刊一三面他参照） 。自然災害により財産を失い、貧困に陥る気候難民は増え続けている。 「経済学にはどのような問題を解くかは『政治が考えること』という考えがあ 、深刻化している『貧困』などに主体的に取り組んでこなかった」という指摘が経済学者により行われている（二〇一五年四月九日朝日新聞朝刊七面） 。この指摘は法律学にあ はまらないと断言できる法律学者がいれば幸いである。
（二〇一五年四月一一日）
（本学法学部教授）
